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11
平成22年

　

市
議
会
第
1
回
定
例
会
は
、

3
月
2
日
に
開
会
し
、
3
月
24

日
ま
で
の
会
期
23
日
間
で
開
催

さ
れ
ま
し
た
。

　

2
日
に
は
、
27
議
案
を
上
程

し
、
補
正
予
算
2
件
に
つ
い
て

は
提
案
説
明
、
質
疑
、
討
論
、

採
決
を
行
い
、
そ
の
他
の
議
案

に
つ
い
て
は
提
案
説
明
ま
で
を

行
い
ま
し
た
。

　

11
日
、
12
日
に
は
、
15
名
の

議
員
が
一
般
質
問
を
行
い
ま
し

た
。

　

15
日
に
は
、
各
議
案
に
対
す

る
質
疑
、
委
員
会
付
託
を
行
い

ま
し
た
。

　

付
託
さ
れ
た
各
議
案
の
審
査

の
た
め
、
16
日
に
産
業
建
設
常

任
委
員
会
、
17
日
に
文
教
民
生

常
任
委
員
会
、
18
日
に
企
画
総

務
常
任
委
員
会
が
開
催
さ
れ
ま

し
た
。

　

24
日
に
は
、
各
議
案
に
対
す

る
委
員
長
報
告
、質
疑
、討
論
、

採
決
、
さ
ら
に
追
加
9
議
案
に

対
す
る
提
案
説
明
、
質
疑
、
討

論
、
採
決
を
行
い
、
定
例
会
を

閉
会
し
ま
し
た
。

議　　　案　　　名 主　　　　な　　　　内　　　　容 審議結果
専決処分の承認を求めることについて
平成21年度美濃加茂市一般会計補正予算（第10号） 449万9千円の減額� 予算総額は173億7,048万5千円 原案承認

平成21年度美濃加茂市一般会計補正予算（第11号） 1億5,021万円の増額� 予算総額は175億2,069万5千円

原案可決

平成21年度美濃加茂市一般会計補正予算（第12号） 4,939万円の減額� 予算総額は174億7,130万5千円
平成21年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第6号） 繰越明許費

平成21年度美濃加茂市後期高齢者医療会計補正予算（第1号） 465万3千円の増額� 予算総額は4億2,625万4千円　　

美濃加茂市移動通信用鉄塔施設整備事業分担金徴収条例について 地方自治法第224条の規定に基づき、施設を使用する電気通信事業者か
ら分担金を徴収するための条例の制定

美濃加茂市部設置条例の一部を改正する条例について 文化に関する事務を教育委員会から市長部局へ移管することに伴う条例
の改正

美濃加茂市役所連絡所設置条例の一部を改正する条例について 太田連絡所を太田公民館へ移動することによる条例の改正

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例について 印鑑登録証の亡失等の届出について、代理人申請ができるよう要件を緩
和することに伴う条例の改正

美濃加茂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例
について

人事院勧告に準拠し、労働基準法の一部改正を踏まえ、時間外勤務代休
時間を新設することに伴う条例の改正

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 人事院勧告に準拠し、労働基準法の一部改正を踏まえ、特に長い超過勤
務を抑制する制度の新設等に伴う条例の改正

美濃加茂市土地開発基金条例の一部を改正する条例について 市長が特に必要と認める場合には基金の取り崩しができるようにすること
に伴う条例の改正

美濃加茂市スポーツに係る事務の管理及び執行に関する条例の一部を改
正する条例について

市長がスポーツに関する事務に加え、文化に関する事務も管理及び執行
することに伴う条例の改正

美濃加茂市文化会館の設置及び管理に関する条例及びみのかも文化の
森の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について

市長がスポーツに関する事務に加え、文化に関する事務も管理及び執行
することに伴う条例の改正

美濃加茂市児童館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例
について 児童館の利用者の対象範囲を拡大することに伴う条例の改正

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 国民健康保険法施行令等の一部を改正する政令の施行に伴う条例の改正
美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 消防法の一部を改正する法律の施行に伴う条例の改正
平成21年度美濃加茂市一般会計補正予算（第13号） 4,550万円の増額� 予算総額は175億1,680万5千円

平成22年度美濃加茂市一般会計予算

各会計の平成22年度の予算を定めるもの
（各会計の予算額については3ページ） 原案可決

平成22年度美濃加茂市国民健康保険会計予算
平成22年度美濃加茂市老人保健会計予算
平成22年度美濃加茂市介護保険会計予算
平成22年度美濃加茂市後期高齢者医療会計予算
平成22年度美濃加茂市下水道事業会計予算
平成22年度美濃加茂市介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計予算
平成22年度美濃加茂市水道事業会計予算

坂祝町との間における定住自立圏形成協定を変更することについて 坂祝町との間で締結した定住自立圏形成協定を変更することについて議
会の議決を求める 原案可決

損害賠償の額を定めることについて 地方自治法第96条第1項第13号の規定に基づく損害賠償の額の決定

木曽川水系連絡導水路事業の推進を求める意見書について

別掲（17〜18ページ） 原案可決

子ども手当財源の地方負担に反対する意見書について
教員免許更新制の存続を求める意見書について
生産性の高い競争力に富んだ農家の育成を求める意見書について
国として直接地方の声を聞く仕組みを保障することを求める意見書について
核兵器の廃絶と恒久平和実現に関する意見書について
永住外国人に対する地方参政権付与に慎重な対応を求める意見書について
選択的夫婦別姓導入に慎重な対応を求める意見書について

議案の主な内容と審議結果議案の主な内容と審議結果
��◎条例・補正予算

◎議員提出議案

◎予　　算

◎そ の 他
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《
一
般
会
計
予
算
》

問　

可
燃
小
袋
の
必
要
性
と
、
ゴ
ミ

減
量
化
推
進
に
伴
う
ゴ
ミ
袋
の
値
上

げ
に
つ
い
て
。

答　

可
燃
大
袋
の
需
要
に
対
し
可
燃

小
袋
の
需
要
は
5
分
の
1
程
度
で
あ

り
、
そ
の
必
要
性
と
ゴ
ミ
袋
の
値
上

げ
に
つ
い
て
、
ゴ
ミ
減
量
化
政
策
と

共
に
今
後
環
境
審
議
会
等
で
検
討
し

て
い
く
。

問　

学
校
給
食
地
産
地
消
推
進
事
業

補
助
金
が
半
減
さ
れ
た
理
由
に
つ
い

て
。

答　
Ｊ
Ａ
中
央
会
、
県
、
市
が
そ
れ

ぞ
れ
3
分
の
1
ず
つ
の
事
業
費
負
担

と
な
っ
て
い
る
が
、
県
の
予
算
減
に

併
せ
て
、
市
、
Ｊ
Ａ
が
予
算
を
削
減

し
た
こ
と
に
よ
る
減
額
で
あ
る
。

問　

地
域
ブ
ラ
ン
ド
創
出
事
業
費
に

つ
い
て
。

答　

当
市
一
番
の
地
域
ブ
ラ
ン
ド
で

あ
る
堂
上
蜂
屋
柿
を
中
心
に
、
特
産

品
に
限
ら
ず
中
山
道
太
田
宿
、
日
本

ラ
イ
ン
下
り
な
ど
の
地
域
エ
リ
ア
と

結
び
付
け
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を

利
用
し
て
、
海
外
か
ら
の
観
光
客
へ

の
Ｐ
Ｒ
を
進
め
て
い
き
た
い
。

答　

現
在
、
3
名
の
職
員
で
行
っ
て

い
る
が
、
4
月
か
ら
の
申
請
提
出
に

伴
い
、
9
月
ま
で
臨
時
職
員
を
1
名

増
員
す
る
。

問　

の
ぞ
み
教
室
へ
の
通
学
状
況
お

よ
び
坂
祝
町
と
の
連
携
に
つ
い
て
。

答　

不
就
学
児
童
で
通
学
し
た
児
童

は
4
名
い
る
が
、
坂
祝
町
か
ら
通
学

し
て
い
る
児
童
は
ま
だ
い
な
い
。
1

名
希
望
者
が
い
た
が
、
送
迎
な
ど
の

問
題
が
あ
り
、
今
後
対
応
を
含
め
て

検
討
し
て
い
く
。

問　

加
茂
野
、
蜂
屋
地
区
の
児
童
数

増
加
状
況
と
対
策
に
つ
い
て
。

答　

平
成
21
年
度
は
加
茂
野
小
学

校
、
22
年
度
は
蜂
屋
小
学
校
で
、
そ

れ
ぞ
れ
一
年
生
が
各
1
ク
ラ
ス
ず
つ

増
え
て
お
り
、教
室
の
改
装
な
ど
で
、

今
後
の
教
室
確
保
に
努
め
て
い
く
。

《
介
護
保
険
会
計
予
算
》

問　

保
険
料
増
額
の
理
由
お
よ
び
介

護
保
険
施
設
増
床
の
内
容
に
つ
い
て
。

答　

保
険
料
の
増
額
は
、
第
4
期

介
護
保
険
事
業
計
画
で
基
準
額
が

1
0
0
円
ず
つ
上
が
る
こ
と
や
被
保

険
者
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の

80
床
は
、
加
茂
野
町
と
蜂
屋
町
伊
瀬

に
ま
た
が
る
と
こ
ろ
に
新
設
す
る
も

の
で
あ
り
、
介
護
老
人
保
健
施
設
の

10
床
は
、
蜂
屋
町
に
あ
る
サ
ン
ト
ピ

ア
美
濃
加
茂
に
増
設
す
る
も
の
で
あ

る
。

め
多
く
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
期
日
前
投
票
の
臨
時
職
員

の
人
件
費
は
、
期
間
の
違
い
か
ら
計

上
額
が
異
な
る
。

《
美
濃
加
茂
市
部
設
置
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
》

問　

文
化
振
興
の
業
務
が
市
と
教
育

委
員
会
に
分
か
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
。

答　

文
化
財
の
保
護
は
、
教
育
委
員

会
の
職
務
で
あ
る
と
法
に
規
定
さ
れ

て
い
る
た
め
、
今
回
の
改
正
か
ら
除

い
て
あ
る
が
、
教
育
委
員
会
が
市
長

部
局
の
文
化
振
興
課
職
員
に
補
助
執

行
さ
せ
る
た
め
、
影
響
は
な
い
。

《
一
般
会
計
予
算
》

問　

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ

ン
タ
ー
事
業
に
つ
い
て
。

答　

坂
祝
町
と
の
定
住
自
立
圏
構
想

の
中
で
、
県
下
で
初
め
て
広
域
で
実

施
す
る
も
の
で
あ
り
、
子
育
て
を
手

伝
っ
て
ほ
し
い
利
用
会
員
の
方
に
、

サ
ポ
ー
ト
会
員
に
よ
る
子
育
て
の
お

手
伝
い
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

問　

こ
ど
も
手
当
て
の
支
給
に
対
す

る
職
員
体
制
に
つ
い
て
。

問　

定
住
自
立
圏
構
想
推
進
費
の
内

訳
に
つ
い
て
。

答　

主
な
も
の
と
し
て
、
共
生
ビ

ジ
ョ
ン
策
定
の
た
め
の
懇
談
会
委
員

報
償
費
、
周
辺
町
村
と
の
連
携
を
可

能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
構
築
費
、
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
料
、
Ｐ
Ｒ
の
た
め
の
情

報
誌
作
成
委
託
料
で
あ
る
。

問　

市
議
会
議
員
選
挙
の
経
費
が
他

の
選
挙
と
比
較
し
て
多
く
な
っ
て
い

る
理
由
に
つ
い
て
。

答　

市
議
会
議
員
選
挙
に
は
、
ポ
ス

タ
ー
や
選
挙
広
報
等
の
印
刷
費
及
び

選
挙
カ
ー
の
公
営
費
用
が
掛
か
る
た

委
員
会
審
査
の
概
要

《
一
般
会
計
予
算
》

問　

未
収
金
対
策
に
つ
い
て
。

答　

2
月
26
日
現
在
、
市
税
の
未
収

金
は
8
億
2
0
0
0
万
円
余
り
あ

り
、
経
済
状
況
が
悪
化
す
る
中
、
徴

収
率
は
低
下
傾
向
に
あ
る
た
め
、
差

し
押
さ
え
等
の
法
的
処
理
に
力
を
入

れ
て
い
く
。

平成22年度会計別予算表
会　計　名 予　算　額

一般会計 170億6,000万円

特　
　

別　
　

会　
　

計

国 民 健 康 保 険 会 計 51億3,340万円

老 人 保 健 会 計 149万円

介 護 保 険 会 計 28億8,765万円

後期高齢者医療会計 4億7,538万円

下 水 道 事 業 会 計 27億9,883万円

介護認定・障がい者自
立支援認定審査会会計 3,820万円

計 113億3,495万円

水 道 事 業 会 計 18億7,974万円

合　　計 302億7,469万円

企
画
総
務
常
任
委
員
会

文
教
民
生
常
任
委
員
会

産
業
建
設
常
任
委
員
会
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市
政
一
般
に
対
す
る
質
問
と
答
弁

要
旨

問　

2
期
目
の
市
政
運
営
の
抱
負
と

夢
は
。

答　

ま
ち
づ
く
り
に
か
け
る
思
い

は
、
市
長
に
就
任
し
た
当
時
か
ら
現

在
に
至
る
ま
で
同
じ
で
あ
り
、
郷

土
・
美
濃
加
茂
市
の
た
め
に
力
の
続

く
限
り
頑
張
り
た
い
と
い
う
こ
と
が

基
本
で
あ
る
。

　

こ
の
任
期
中
、
第
5
次
総
合
計
画

や
定
住
自
立
圏
構
想
を
中
心
に
、
美

濃
加
茂
市
を
だ
れ
も
が
住
み
や
す
い

ま
ち
、
住
ん
で
見
た
い
ま
ち
と
し
て

つ
く
り
あ
げ
て
い
く
こ
と
が
抱
負
で

あ
り
、
夢
で
あ
り
、
ま
た
私
に
与
え

ら
れ
た
使
命
で
あ
る
。

問　

行
政
改
革
大
綱
の
策
定
と
推
進

に
つ
い
て
。

答　

平
成
22
年
度
か
ら
の
5
カ
年
を

対
象
と
し
た
行
政
改
革
大
綱
は
、
行

政
改
革
市
民
会
議
か
ら
の
答
申
を
受

け
、
答
申
案
を
基
に
し
て
最
終
的
な

調
整
を
行
っ
て
い
る
。

　

こ
の
大
綱
は
、行
政
の
ス
リ
ム
化
、

予
算
の
削
減
・
縮
小
は
も
ち
ろ
ん
の

こ
と
、
組
織
体
制
や
職
員
の
意
識
改

革
、
そ
し
て
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
つ

い
て
も
抜
本
的
な
改
善
・
改
革
を
目

指
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
大
綱
の
目
標
を
実
現
す
る

た
め
の
行
政
改
革
実
施
計
画
を
6
月

を
め
ど
に
と
り
ま
と
め
る
予
定
で
あ

る
。

問　

成
長
戦
略
は
。

答　

限
ら
れ
た
資
源
を
最
大
限
に
活

用
す
る
た
め
に
選
択
と
集
中
を
考

え
、
市
民
や
地
域
の
み
ん
な
が
役
割

り
を
持
っ
て
地
域
活
性
化
に
向
か
っ

て
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
し
て
い
く
こ
と
が

最
も
重
要
で
あ
る
。

　

単
な
る
物
質
的
な
豊
か
さ
だ
け
で

な
く
、
地
域
の
結
び
つ
き
を
実
感
で

き
る
心
の
豊
か
さ
も
大
切
に
し
、
全

国
や
世
界
に
誇
れ
る
み
の
か
も
を
築

き
上
げ
た
い
。

問　

賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち
な
か
を
再

生
す
る
決
意
は
。

答　

賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち
な
か
再
生

は
、
第
5
次
総
合
計
画
の
政
策
に
掲

げ
て
い
る
よ
う
に
重
点
施
策
で
あ

り
、
中
心
市
街
地
の
整
備
や
商
店
街

の
活
性
化
に
向
け
て
、
成
果
指
標
と

目
標
値
を
定
め
て
い
る
。

　

活
力
あ
る
美
濃
加
茂
市
を
つ
く
る

た
め
、
ま
ち
の
顔
で
あ
る
中
心
市
街

地
を
活
性
化
し
、
歩
い
て
楽
し
い
、

人
が
訪
れ
た
く
な
る
魅
力
的
な
ま
ち

づ
く
り
に
取
組
ん
で
い
く
。

問　

市
役
所
の
将
来
像
は
。

答　

市
役
所
の
活
性
化
に
は
経
験
豊

か
な
職
員
だ
け
で
な
く
、
中
堅
や
若

手
の
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
力
を
発
揮

し
、
一
体
と
な
っ
て
組
織
的
に
行
政

を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
職
員

の
構
成
比
率
は
現
在
、
50
代
を
頂
点

と
し
、
10
代
20
代
は
50
代
の
半
分
以

下
と
な
る
な
ど
逆
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
型
と

な
っ
て
お
り
、
改
善
す
る
必
要
が
あ

る
。

　

こ
の
先
5
年
間
に
約
60
人
の
職
員

が
定
年
退
職
す
る
た
め
、
住
民
サ
ー

ビ
ス
の
低
下
を
招
か
な
い
よ
う
に
す

る
こ
と
や
、
行
財
政
改
革
に
よ
る
人

件
費
や
職
員
数
の
削
減
に
も
取
組
み

な
が
ら
バ
ラ
ン
ス
の
良
い
職
員
採
用

に
努
め
、
柔
軟
な
生
き
生
き
と
し
た

組
織
づ
く
り
を
行
っ
て
い
き
た
い
。

問　

基
本
方
針
と
重
点
施
策
は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
の
ス
タ
ー
ト

の
年
と
し
て
、
共
通
目
標
と
4
本
の

基
本
目
標
及
び
市
役
所
の
経
営
方
針

の
実
現
に
向
け
た
諸
施
策
の
推
進
並

び
に
健
全
財
政
の
堅
持
を
基
本
方
針

と
し
た
。

　

そ
う
し
た
中
で
平
成
22
年
度
予
算

は
、
次
の
3
点
の
施
策
に
重
点
を
置

い
た
。

　
「
子
育
て
支
援
の
充
実
」
で
は
、

新
生
児
聴
覚
検
査
費
用
や
ヒ
ブ
ワ
ク

チ
ン
接
種
費
用
の
一
部
補
助
、
フ
ァ

ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
の
広
域

実
施
、
中
学
校
卒
業
ま
で
の
入
院
・

外
来
医
療
費
助
成
の
継
続
で
あ
る
。

　
「
教
育
環
境
の
整
備
、充
実
」で
は
、

東
中
学
校
増
改
築
事
業
の
推
進
、「
の

ぞ
み
教
室
」
の
充
実
、
小
学
校
3
年

生
の
35
人
学
級
の
継
続
な
ど
で
あ
る
。

　
「
安
全
・
安
心
・
快
適
な
環
境
の

整
備
」
で
は
、
防
犯
活
動
推
進
活
動

に
対
す
る
補
助
、
神
明
森
山
線
整
備

事
業
及
び
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
整
備
事

業
の
推
進
並
び
に
定
住
自
立
圏
構
想

推
進
事
業
で
あ
る
。

問　

予
算
編
成
で
苦
慮
し
た
事
は
。

答　

法
人
市
民
税
の
大
幅
な
減
収
な

ど
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
い
か
に

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
か
ず
、

第
5
次
総
合
計
画
の
目
標
達
成
に
向

け
た
重
点
施
策
に
予
算
を
充
当
す
る

か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

ま
た
、
政
権
交
代
に
よ
り
地
方
財

政
計
画
や
方
針
が
な
か
な
か
示
さ
れ

ず
、
国
庫
支
出
金
や
交
付
税
な
ど
の

歳
入
見
込
み
の
積
算
が
遅
れ
た
。

　

さ
ら
に
、
岐
阜
県
行
財
政
改
革
ア

ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
も
県
と
市
町
村
、

団
体
等
と
の
調
整
が
遅
れ
、
当
初
予

算
に
反
映
で
き
な
い
と
い
う
事
態
が

生
じ
た
。

問　

財
政
調
整
基
金
の
残
高
と
今
後

の
見
通
し
は
。

答　

財
政
調
整
基
金
は
、
平
成
21
年

度
末
で
15
億
5
5
0
0
万
円
で
あ

り
、
平
成
22
年
度
当
初
予
算
で
5
億

円
を
繰
入
れ
る
の
で
、
実
質
10
億

市
長
の
政
治
姿
勢

新
年
度
予
算

行政改革市民会議
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5
5
0
0
万
円
と
な
る
。

　

平
成
22
年
度
で
は
、
こ
の
5
億
円

の
う
ち
少
し
で
も
戻
し
入
れ
を
し
た

い
が
、非
常
に
厳
し
い
状
況
で
あ
る
。

　

仮
に
、
戻
し
入
れ
が
全
く
で
き
な

い
状
況
に
な
る
と
、
10
億
円
程
度
の

財
政
調
整
基
金
を
確
保
し
て
お
く
必

要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
23
年
度

予
算
編
成
に
お
け
る
基
金
の
繰
り
入

れ
は
難
し
く
な
る
。

問　

法
人
市
民
税
46
・
3
％
減
の
根

拠
は
。

答　

事
業
所
の
廃
業
・
休
業
や
売
り

上
げ
の
減
少
が
続
く
厳
し
い
状
況
の

中
で
、
本
市
の
法
人
市
民
税
の
税
収

に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
企
業
に
つ

い
て
、
経
済
産
業
省
の
統
計
情
報
を

参
考
に
見
積
も
っ
た
結
果
、
被
調
査

グ
ル
ー
プ
の
受
注
状
況
が
、
前
年
同

期
比
で
概
ね
8
割
減
の
状
況
で
あ
っ

た
こ
と
か
ら
、
当
該
企
業
の
法
人
税

割
額
を
、
平
成
21
年
度
実
績
の
8
割

減
で
算
定
し
た
こ
と
が
減
額
の
主
な

要
因
で
あ
る
。

問　

各
種
団
体
へ
の
補
助
金
に
つ
い

て
。

答　

補
助
金
総
額
は
、
平
成
21
年
度

が
１
４
５
件
、
５
億
７
７
９
４
万
４

０
０
０
円
で
、
対
前
年
度
１
億
１
６

７
０
万
円
の
減
、
平
成
22
年
度
が
１

４
３
件
、
５
億
６
３
４
９
万
４
０
０

０
円
で
、
対
前
年
度
１
４
４
５
万
円

の
減
で
あ
る
。

　

ま
た
、
補
助
金
の
見
直
し
に
つ
い

て
は
、
職
員
に
よ
る
補
助
金
等
検
討

委
員
会
を
設
置
し
、
各
担
当
部
署
か

ら
提
出
さ
れ
た
補
助
金
等
調
書
に
基

づ
き
検
討
を
行
っ
た
。

　

見
直
し
に
当
た
り
、
公
益
性
や
団

体
等
の
適
格
性
・
必
要
性
・
費
用
対

効
果
を
評
価
項
目
と
し
て
、
担
当
課

と
委
員
が
そ
れ
ぞ
れ
評
価
を
行
い
、

最
終
的
に
総
合
政
策
審
議
会
、
経
営

戦
略
会
議
を
経
て
、
補
助
金
の
額
を

決
定
し
た
。

問　

美
濃
加
茂
市
の
財
政
状
況
を
市

民
に
わ
か
り
や
く
す
く
説
明
を
。

答　

広
報
紙
で
お
知
ら
せ
す
る
予
算

や
決
算
の
概
要
は
、
で
き
る
か
ぎ
り

身
近
に
感
じ
ら
れ
る
よ
う
、
市
民
一

人
当
た
り
の
予
算
や
決
算
額
に
置
き

換
え
て
い
る
。

　
「
家
計
簿
」
の
形
態
に
よ
る
情
報

提
供
も
、
市
民
に
と
っ
て
分
か
り
や

す
い
方
法
で
あ
り
、
今
後
、
対
応
し

て
い
き
た
い
。

問　

財
政
健
全
化
指
標
は
。

答　

平
成
20
年
度
の
経
常
収
支
比
率

は
、
扶
助
費
や
繰
出
金
な
ど
の
増
加

で
93
・
9
％
、
対
前
年
度
比
で
6
・

4
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
た
。

　

将
来
負
担
比
率
は
、
公
債
費
の
増

加
に
よ
り
、
68
・
8
％
、
対
前
年
度

比
で
16
・
3
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
、
実

質
公
債
費
比
率
も
、
公
債
費
の
増
加

に
よ
り
、
12
・
2
％
、
対
前
年
度
比

で
1
・
3
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
た
。

　

現
在
、
多
額
の
基
金
を
繰
り
入
れ

て
予
算
編
成
を
し
て
お
り
、
本
来
の

健
全
な
財
政
状
況
と
は
言
え
な
い
。

　

当
面
は
、
第
5
次
総
合
計
画
の
成

果
目
標
、
財
政
力
指
数
0
・
90
、
経

常
収
支
比
率
85
・
0
％
以
下
、
起
債

残
高
3
0
0
億
円
以
下
の
達
成
に
む

け
て
取
組
む
。

問　

財
政
の
見
通
し
は
。

答　

歳
入
に
つ
い
て
は
、当
分
の
間
、

大
幅
な
税
収
増
は
望
め
な
い
こ
と
か

ら
、
現
状
か
ら
や
や
微
増
す
る
程
度

と
思
わ
れ
る
。
歳
出
に
つ
い
て
は
、

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
扶
助
費

等
が
増
え
続
け
、
施
設
等
の
老
朽
化

に
伴
い
、
維
持
補
修
費
の
伸
び
も
見

込
ま
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
必
要
な

事
業
の
選
択
と
集
中
、
人
件
費
の
圧

縮
な
ど
が
必
要
不
可
欠
に
な
っ
て
く

る
。

問　

財
源
確
保
と
人
件
費
。

答　

財
源
確
保
の
た
め
、
遊
休
地
の

売
却
や
広
告
収
入
、
税
・
料
の
収
納

率
ア
ッ
プ
に
取
り
組
む
ほ
か
、
各
種

料
金
に
つ
い
て
も
、
受
益
者
負
担
を

原
則
と
し
つ
つ
、
適
正
な
額
を
設
定

し
て
い
き
た
い
。

　

平
成
20
年
度
決
算
に
よ
る
と
、

人
件
費
は
住
民
一
人
当
た
り
5
万

3
0
0
0
円
で
21
市
中
18
番
目
で
あ

る
。

　

ま
た
、
職
員
数
は
住
民
1
0
0
0

人
当
た
り
5
・
5
人
で
21
市
中
13
番

目
と
な
っ
て
い
る
。

　

今
後
は
、
外
部
委
託
等
の
有
効
性

を
具
体
的
に
検
証
し
、
効
果
的
に
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
が
で
き
る
体
制

づ
く
り
を
進
め
る
。

問　

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
民
間
委
託
の

考
え
は
。

答　

限
ら
れ
た
資
源
を
最
大
限
に
有

効
活
用
す
る
た
め
に
、
公
共
サ
ー
ビ

ス
に
関
し
て
も
こ
れ
ま
で
と
は
違
う

方
法
で
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
考
え
て
お
り
、
窓
口
サ
ー
ビ
ス

な
ど
一
定
の
ル
ー
ル
に
基
づ
い
て
対

応
す
る
定
型
業
務
に
つ
い
て
は
、
積

極
的
に
民
間
委
託
を
導
入
し
た
い
。

問　

事
業
仕
分
け
の
導
入
は
。

答　

事
業
仕
分
け
は
「
専
門
性
と
市

民
目
線
」、「
合
理
性
と
地
域
性
」
な

ど
の
複
合
的
視
野
が
求
め
ら
れ
る
手

法
で
あ
り
、
短
時
間
の
議
論
で
確
実

な
判
断
を
す
る
こ
と
の
難
し
さ
が
あ

る
。

　

し
か
し
、「
市
民
の
目
・
外
部
の

目
」
を
取
り
入
れ
て
い
く
こ
と
は
大

切
で
あ
り
、
真
の
「
市
民
協
働
の
ま

ち
づ
く
り
」
に
向
け
て
、
み
の
か
も

版
事
業
仕
分
け
が
有
効
な
仕
組
み
と

し
て
効
果
を
発
揮
で
き
る
よ
う
具
体

的
な
検
討
を
し
て
い
く
。

財
　
政
　
問
　
題

民間委託を導入している上下水道課お客さま係
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問　

第
5
次
総
合
計
画
の
計
画
推
進

に
対
す
る
決
意
は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
は
、
昨
年
9

月
に
基
本
計
画
ま
で
の
策
定
を
完
了

し
て
お
り
、
現
在
、
実
施
計
画
の
策

定
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

市
民
の
、
市
民
に
よ
る
、
市
民
の

た
め
の
計
画
で
あ
り
、
周
辺
市
町
村

に
対
し
て
も
大
き
な
責
任
を
持
つ
も

の
で
も
あ
る
。

　

新
年
度
の
早
い
時
期
に
地
区
説
明

会
を
開
催
し
、
地
区
懇
談
会
や
政
策

分
野
別
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
も
開
催

す
る
予
定
で
あ
り
、
市
民
の
み
な
さ

ん
と
大
い
に
対
話
を
重
ね
、
市
民
と

行
政
と
の
協
働
に
よ
る
「
真
の
実
施

計
画
」
を
策
定
し
、
第
5
次
総
合
計

画
の
将
来
像
「
ま
ぁ
る
い
ま
ち　

み

の
か
も
」
の
実
現
を
図
っ
て
い
き
た

い
。

問　

庁
内
部
署
、
企
業
・
商
工
関
係

者
・
農
林
業
者
と
の
連
携
は
。

答　

市
民
と
の
協
働
に
よ
り
各
分
野

の
政
策
の
実
現
を
図
っ
て
い
く
こ
と

が
大
切
で
あ
り
、
庁
内
各
部
署
や
企

業
・
商
工
関
係
者
・
農
林
業
者
と
の

連
携
に
つ
い
て
も
、
こ
の
視
点
で
実

施
計
画
の
策
定
に
取
り
組
む
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

　

ま
た
、
こ
う
し
た
情
報
を
共
有
化

し
て
い
く
積
み
重
ね
が
、
外
部
か
ら

の
評
価
や
信
頼
と
な
り
、
市
民
一
丸

と
な
っ
た
誇
り
の
も
て
る
ま
ち
づ
く

り
に
つ
な
が
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

問　

教
育
委
員
会
と
し
て
機
構
改
革

を
ど
う
受
け
止
め
て
い
る
か
。

答　

平
成
22
年
度
か
ら
は
3
課
体
制

の
教
育
委
員
会
に
な
り
、
よ
り
学
校

教
育
に
集
中
し
て
取
り
組
ま
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
感
じ
て
い
る
。

問　

教
育
委
員
会
の
点
検
及
び
評
価

業
務
の
内
容
は
。

答　

平
成
21
年
度
か
ら
市
民
協
働
部

へ
移
っ
た
各
課
の
活
動
に
つ
い
て

は
、
点
検
・
評
価
と
い
う
立
場
で
は

な
く
、
今
ま
で
ど
お
り
一
緒
に
推
進

し
て
い
く
立
場
で
、
教
育
委
員
会
と

市
民
協
働
部
で
部
課
長
会
議
を
開
く

な
ど
、
連
携
強
化
を
図
っ
て
い
る
。

問　

料
金
徴
収
や
施
設
使
用
の
許
可

権
限
を
教
育
委
員
会
か
ら
市
長
部
局

に
移
し
た
理
由
と
そ
の
効
果
に
つ
い

て
。

答　

単
に
料
金
徴
収
や
施
設
使
用
許

可
の
事
務
的
な
業
務
を
移
管
す
る
こ

と
が
目
的
で
は
な
く
、
ス
ポ
ー
ツ
・

文
化
活
動
を
趣
味
や
サ
ー
ク
ル
活
動

と
し
て
参
加
す
る
段
階
か
ら
、
こ
う

し
た
活
動
を
通
し
て
地
域
の
活
力
を

向
上
さ
せ
る
段
階
へ
と
高
め
て
い
く

こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

問　

機
構
改
革
の
今
後
の
見
通
し
は
。

答　

現
在
の
組
織
で
は
、
ひ
と
つ
の

成
果
指
標
が
複
数
の
課
に
ま
た
が

り
、
責
任
の
所
在
が
明
確
に
な
り
に

く
い
た
め
、
責
任
の
明
確
化
及
び
効

果
的
な
事
業
推
進
、
縦
型
組
織
の
脱

却
を
目
指
し
て
機
構
改
革
を
進
め
て

い
き
た
い
。

問　

県
の
行
革
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

の
当
市
へ
の
影
響
は
。

答　

県
が
発
表
し
た
資
料
に
よ
る

と
、
平
成
22
年
度
か
ら
の
3
年
間
で

総
額
約
9
2
0
億
円
の
財
源
対
策
を

実
施
す
る
と
し
て
お
り
、
県
事
業
、

公
的
施
設
、
外
郭
団
体
、
補
助
金
の

見
直
し
や
、
人
件
費
の
見
直
し
で
大

幅
な
歳
出
削
減
を
す
る
と
し
て
い
る
。

　

そ
の
中
で
、
県
補
助
金
の
見
直
し

に
よ
り
、
市
の
平
成
22
年
度
予
算
に

対
し
て
約
5
2
5
3
万
円
の
影
響
が

出
る
。

問　

県
の
生
物
工
学
研
究
所
の
閉
鎖

問
題
に
つ
い
て
。

答　

今
後
の
方
向
性
と
し
て
、
厳
し

い
財
政
状
況
下
で
は
解
体
も
難
し

く
、
建
物
を
残
し
た
ま
ま
で
の
売
却

も
検
討
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る

が
、
市
の
中
心
部
に
立
つ
シ
ン
ボ
ル

的
な
施
設
で
あ
り
、
市
に
全
く
縁
の

な
い
も
の
に
な
る
こ
と
は
避
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

　

今
後
、
畜
産
研
究
所
の
敷
地
と
の

交
換
等
も
含
め
、
県
と
も
協
議
し
て

い
き
た
い
。

問　

県
立
国
際
た
く
み
ア
カ
デ
ミ
ー

の
事
業
縮
小
の
内
容
は
。

答　

今
回
の
縮
小
は
、
施
設
運
営
に

関
す
る
経
常
経
費
や
人
件
費
に
関
し

て
効
率
化
を
進
め
る
も
の
で
あ
り
、

定
員
や
コ
ー
ス
及
び
指
導
体
制
等
に

つ
い
て
は
全
く
変
更
が
な
い
と
の
こ

と
で
あ
る
。

　

基
本
的
に
運
営
は
こ
れ
ま
で
ど
お

り
で
あ
り
、
市
民
や
地
元
産
業
に
直

接
的
な
影
響
は
な
い
。

問　

市
税
等
の
未
収
金
対
策
は
。

答　

未
納
金
見
込
み
額
は
、
市
税
10

億
6
5
0
0
万
円
、
国
保
・
介
護

保
険
料
4
億
6
4
0
0
万
円
、
上

下
水
道
使
用
料
及
び
負
担
金
1
億

3
7
0
0
万
円
、
市
営
住
宅
使
用

料
・
保
育
料
4
8
0
0
万
円
で
あ

り
、
合
計
17
億
1
4
0
0
万
円
ほ
ど

を
見
込
ん
で
い
る
。

　

ま
た
、
不
納
欠
損
見
込
み
額
は
合

計
2
億
8
9
0
0
万
円
ほ
ど
を
見
込

ん
で
い
る
。

　

負
担
の
公
平
性
を
常
に
念
頭
に
置

き
、
法
に
基
づ
く
債
権
・
財
産
調
査

を
行
い
、
滞
納
処
分
の
実
施
に
よ
り

滞
納
額
の
減
少
を
図
っ
て
い
く
。

問　

学
校
給
食
費
の
収
納
状
況
は
。

第
5
次
総
合
計
画

機

構

改

革

県
行
財
政
改
革

未
収
金
対
策

教育委員会から市民協働部へ移管された文化の森
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答　

平
成
22
年
1
月
末
日
現
在
の
滞

納
額
は
約
3
0
0
万
円
（
対
象
児
童

数
1
9
6
名
）
で
あ
り
、
給
食
費
未

納
者
を
減
ら
す
た
め
、
平
成
21
年
度

か
ら
「
学
校
給
食
申
込
書
兼
給
食
費

納
入
誓
約
書
」
を
各
保
護
者
か
ら
提

出
し
て
も
ら
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
未
納
と
な
っ
て
い
る
保
護

者
に
対
し
て
、
毎
月
、
文
書
や
電
話

等
で
給
食
費
の
請
求
を
し
て
い
る
ほ

か
、
年
に
2
回
、
給
食
費
未
納
者
対

策
連
絡
協
議
会
を
開
き
、
未
納
が
減

少
す
る
よ
う
努
め
て
い
る
。

問　

市
営
住
宅
使
用
料
の
収
納
状
況

は
。

答　

平
成
20
年
度
の
住
宅
使
用
料
の

収
納
率
は
現
年
92
・
65
％
、
過
年

9
・
08
％
、
合
計
72
・
4
％
で
年
々

収
納
率
が
下
が
っ
て
い
る
の
が
現
状

で
あ
る
。

　

今
年
度
2
月
末
で
は
、
昨
年
比
で

2
・
18
％
下
が
っ
て
お
り
、
現
在
、

連
帯
保
証
人
に
対
し
て
請
求
す
る
な

ど
、
毎
月
滞
納
整
理
に
あ
た
っ
て
い

る
が
、
今
後
も
法
的
処
置
も
含
め
て

取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。

問　

職
員
の
定
員
適
正
化
計
画
は
。

答　

平
成
21
年
度
ま
で
の
5
年
間
で

職
員
数
を
15
人
削
減
し
、
削
減
率
は

4
・
2
％
で
あ
っ
た
。

　

今
後
は
、
行
財
政
改
革
並
び
に
適

正
な
人
員
管
理
を
行
う
た
め
、
新
し

い
定
員
適
正
化
計
画
を
定
め
た
い
と

考
え
て
お
り
、
5
年
間
の
目
標
と
し

て
、
10
人
、
2
・
9
％
の
削
減
を
計

画
し
て
い
る
。

問　

定
員
管
理
適
正
化
の
順
位
目
標

に
つ
い
て
。

答　

人
口
1
0
0
0
人
当
た
り
の
職

員
数
を
成
果
指
標
と
し
て
お
り
、
そ

れ
が
最
も
分
か
り
や
す
く
、
他
市
と

の
比
較
も
容
易
で
あ
る
と
の
判
断
か

ら
基
準
と
し
て
決
定
を
し
た
。

　

ま
た
、
5
年
後
、
10
年
後
の
目
標

値
を
そ
の
時
点
の
順
位
で
定
め
た
こ

と
に
つ
い
て
は
、
全
国
の
各
市
町
村

が
、
違
っ
た
環
境
で
特
色
を
も
っ
て

行
政
を
行
う
中
で
、
具
体
的
な
適
正

値
を
求
め
る
の
が
困
難
で
あ
り
、
現

段
階
で
最
も
有
効
な
指
標
と
し
て
順

位
に
注
目
し
、目
標
に
掲
げ
て
い
る
。

問　

嘱
託
職
員
制
度
の
あ
り
方
に
つ

い
て
。

答　

嘱
託
員
の
任
期
は
、
予
算
措
置

が
単
年
度
で
あ
る
こ
と
、
機
構
改
革

や
人
事
異
動
が
年
度
を
区
分
と
し
て

い
る
こ
と
、
業
務
の
委
託
化
が
計
画

さ
れ
る
と
雇
用
の
必
要
性
が
な
く
な

る
こ
と
な
ど
の
理
由
で
、
原
則
1
年

と
し
て
い
る
。

　

更
新
期
間
は
、
広
く
雇
用
の
機
会

を
設
け
る
こ
と
や
、
他
自
治
体
の
更

新
状
況
等
を
参
考
に
、　

平
成
17
年

度
か
ら
、
10
年
以
上
の
一
般
嘱
託
員

に
つ
い
て
段
階
的
に
更
新
年
数
を
引

き
下
げ
、
現
在
は
最
長
で
5
年
と
し

て
い
る
。

　

契
約
期
間
を
1
年
、
2
年
、
3
年

と
3
段
階
に
わ
け
て
は
ど
う
か
と
の

点
に
つ
い
て
は
、
見
直
し
で
き
る
余

地
が
あ
る
の
か
ど
う
か
を
含
め
、
今

後
の
検
討
課
題
と
し
た
い
。

　

ま
た
、
経
験
と
能
力
に
よ
る
職
級

制
度
に
つ
い
て
、
保
育
士
や
看
護
士

等
資
格
が
必
要
な
職
に
つ
い
て
は
一

般
事
務
補
助
嘱
託
員
よ
り
高
い
賃
金

を
設
定
し
、
給
食
セ
ン
タ
ー
の
一
部

の
嘱
託
員
に
つ
い
て
は
、
経
験
や
責

任
の
程
度
等
に
応
じ
て
手
当
の
加
算

を
し
て
い
る
。

問　

職
員
の
あ
い
さ
つ
運
動
実
施
を
。

答　

採
用
年
数
の
少
な
い
職
員
を
対

象
に
し
た
、
接
遇
応
対
の
研
修
や
、

係
長
を
対
象
に
し
た
、
職
場
の
接
遇

リ
ー
ダ
ー
養
成
の
た
め
の
指
導
者
研

修
を
実
施
し
、
接
遇
向
上
の
実
効
性

を
高
め
て
い
る
。

　

今
後
も
、
毎
朝
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

等
を
通
じ
て
あ
い
さ
つ
の
重
要
性
を

周
知
徹
底
す
る
な
ど
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
に
努
め
て
い
く
。

問　

リ
ラ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
を
設
け
て

は
ど
う
か
。

答　

職
員
の
休
憩
時
間
は
、
今
年
度

か
ら
昼
休
み
が
15
分
延
長
さ
れ
1
時

間
と
な
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
ウ
ォ
ー

キ
ン
グ
な
ど
の
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
が
で

き
る
時
間
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
。

　

リ
ラ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
の
設
定
は
、

勤
務
時
間
条
例
の
規
定
に
よ
り
難
し

く
、
今
後
も
現
行
ど
お
り
の
休
憩
時

間
の
中
で
対
応
し
た
い
。

問　

地
方
分
権
が
進
む
中
、
自
主
・

自
立
に
向
け
た
覚
悟
と
気
概
は
。

答　

こ
れ
ま
で
国
や
県
に
ゆ
だ
ね
て

い
た
地
域
の
課
題
は
、
自
ら
の
責
任

で
解
決
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
と
考
え
て
お
り
、
第
5
次
総
合

計
画
や
定
住
自
立
圏
構
想
に
よ
り
、

市
民
や
企
業
な
ど
地
域
全
体
が
一
丸

と
な
っ
て
、
自
立
循
環
型
の
地
域
を

造
っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

問　

住
民
投
票
条
例
制
定
の
考
え
は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
に
お
い
て
、

ま
ち
づ
く
り
基
本
方
針
の
策
定
を
あ

げ
お
り
、
今
後
、
そ
の
策
定
に
関
し

市
民
の
皆
さ
ん
と
協
議
を
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
る
が
、そ
の
中
で
、

自
治
基
本
条
例
や
住
民
投
票
条
例
に

つ
い
て
も
協
議
し
て
い
き
た
い
。

問　

地
域
主
権
推
進
一
括
法
に
よ
る

影
響
は
。

答　

地
域
主
権
推
進
一
括
法
に
よ

り
、
こ
れ
ま
で
国
や
県
に
権
限
が
ゆ

だ
ね
ら
れ
て
い
た
事
務
が
、
地
方
自

ら
の
責
任
に
お
い
て
政
策
を
決
定
し

て
い
く
こ
と
と
な
り
、
具
体
的
に
は

児
童
福
祉
施
設
の
整
備
及
び
運
営
に

関
す
る
基
準
な
ど
が
、
自
治
体
の
条

例
に
委
任
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
今

後
そ
の
対
応
が
必
要
と
な
っ
て
く
る
。

問　

過
疎
法
の
延
長
の
動
き
と
過
疎

集
落
対
策
の
考
え
は
。

答　

平
成
22
年
3
月
末
で
期
限
が
切

れ
る
過
疎
法
に
つ
い
て
は
、
参
議
院

本
会
議
で
改
正
案
が
可
決
さ
れ
、
6

職

員

管

理

地
　
方
　
分
　
権
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年
間
延
長
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

今
後
の
少
子
高
齢
化
の
時
代
に
お

い
て
は
、
さ
ら
に
地
域
の
自
立
促
進

を
図
り
、
市
民
福
祉
の
向
上
、
雇
用

の
増
大
及
び
地
域
格
差
の
是
正
に
関

す
る
取
組
み
を
進
め
、
均
衡
の
と
れ

た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

問　

行
政
へ
の
住
民
の
主
体
的
参
加

促
進
策
の
考
え
は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
に
お
い
て

「
市
民
協
働
事
業
」
を
5
年
間
で
20

件
立
ち
上
げ
る
目
標
を
設
定
し
て
い

る
。

　

そ
の
た
め
、
平
成
22
年
度
に
、
第

5
次
総
合
計
画
の
政
策
ご
と
に
市
民

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
、
地
域

の
課
題
を
地
域
で
解
決
す
る
「
地
域

主
体
事
業
」
の
立
ち
上
げ
に
取
り
組

ん
で
い
き
た
い
。

問　

ま
ち
づ
く
り
協
議
会
の
拡
大
は
。

答　

現
在
、
伊
深
と
三
和
を
モ
デ
ル

地
区
と
し
て
、
2
つ
の
ま
ち
づ
く
り

協
議
会
が
発
足
し
て
い
る
。

　

太
田
、
古
井
等
の
地
区
で
も
ま
ち

づ
く
り
協
議
会
の
立
上
げ
は
必
要
と

考
え
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
地
域
は

伊
深
や
三
和
と
は
異
な
る
地
域
性
を

有
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
組
織
化
に

当
た
っ
て
は
、
モ
デ
ル
地
区
の
今
後

の
活
動
状
況
を
見
据
え
な
が
ら
対
応

し
て
い
き
た
い
。

問　

地
域
交
付
金
事
業
の
考
え
は
。

答　

ま
ち
づ
く
り
協
議
会
が
発
足
し

て
間
も
な
い
中
、
協
議
会
の
活
動
が

本
格
化
す
る
今
後
に
お
い
て
、
地
域

交
付
金
制
度
の
設
置
も
検
討
し
て
い

く
こ
と
に
な
る
。

問　

ブ
ラ
ジ
ル
人
学
校
の
各
種
学
校

化
の
現
状
は
。

答　

市
内
の
ブ
ラ
ジ
ル
人
学
校
2
校

の
う
ち
、
イ
ザ
キ
ニ
ュ
ー
ト
ン
カ

レ
ッ
ジ
は
、
平
成
22
年
1
月
22
日
に

岐
阜
県
に
各
種
学
校
化
の
設
置
計
画

書
を
提
出
し
、
夏
頃
の
設
置
認
可
申

請
の
手
続
き
を
経
て
、
平
成
23
年
2

月
1
日
の
開
設
を
め
ざ
し
て
い
る
。

　

も
う
1
つ
の
ブ
ラ
ジ
リ
ア
ン
ス

ク
ー
ル
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
本
国
の
認
可

学
校
で
あ
る
が
、
県
の
各
種
学
校
の

認
可
手
続
き
に
つ
い
て
、
現
在
、
検

討
中
と
聞
い
て
い
る
。

問　

各
種
学
校
化
実
現
時
の
可
能
な

支
援
及
び
課
題
は
。

答　

各
種
学
校
に
な
る
と
、
授
業
料

の
消
費
税
が
非
課
税
に
な
り
、
公
共

交
通
機
関
の
料
金
が
学
割
の
適
用
を

受
け
る
。

　

ま
た
、
私
立
学
校
法
の
準
学
校
法

人
に
な
る
と
、
岐
阜
県
か
ら
児
童
生

徒
数
に
応
じ
た
教
育
振
興
の
財
政
的

補
助
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

市
と
し
て
も
、外
国
人
学
校
に
は
、

設
置
者
の
資
金
面
以
外
の
こ
と
で
、

準
学
校
法
人
化
に
向
け
た
取
り
組
み

や
教
育
面
で
の
支
援
と
と
も
に
、
日

本
で
暮
ら
す
住
民
と
し
て
、
社
会
的

ル
ー
ル
や
責
任
を
理
解
で
き
る
よ
う

な
人
づ
く
り
面
で
の
支
援
を
し
て
い

き
た
い
。

問　

一
部
事
務
組
合
の
行
革
対
応
に

つ
い
て
。

答　

組
合
内
部
で
は
、
効
率
的
で
合

理
的
な
運
営
を
図
る
た
め
、
一
部
業

務
の
民
間
委
託
実
施
や
、
適
正
な
人

員
配
置
に
基
づ
く
効
率
確
保
な
ど
、

努
力
を
重
ね
て
い
る
。

　

一
方
、
構
成
市
町
村
と
の
協
議
に

つ
い
て
も
、
議
会
に
議
案
提
出
す
る

前
に
は
、
副
市
町
村
長
会
や
担
当
者

会
議
を
開
催
し
、
調
整
を
図
っ
て
い

る
。

問　

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
の
整
備
と
今

後
の
対
応
は
。

答　

平
成
23
年
1
月
末
に
、
市
全
域

の
整
備
完
了
を
予
定
し
て
お
り
、
今

後
は
、
緊
急
時
の
避
難
勧
告
や
避

難
所
開
設
情
報
な
ど
、
災
害
対
策
本

部
か
ら
の
情
報
の
周
知
に
活
用
し
た

り
、
地
域
の
情
報
番
組
な
ど
を
制
作

し
て
放
送
す
る
予
定
で
あ
る
。

　

ま
た
、
整
備
済
み
地
域
の
2
月
末

時
点
の
加
入
率
は
17
％
で
あ
り
、
今

後
、
整
備
地
域
で
の
説
明
会
や
地
域

情
報
番
組
の
放
送
な
ど
に
よ
り
市
民

の
関
心
を
高
め
、
40
％
の
加
入
率
を

目
指
す
。

問　

地
域
情
報
化
事
業
の
推
進
に
向

け
た
支
援
策
は
。

答　
「
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
受
信
の

た
め
の
支
援
」
の
実
施
要
領
に
よ
る

と
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
放
送
受
信
料
が
全
額
免

除
さ
れ
て
い
る
、生
活
保
護
世
帯
や
、

障
が
い
を
持
っ
た
方
が
居
る
世
帯
等

を
対
象
に
、
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
改
修

経
費
等
に
つ
い
て
必
要
最
低
限
の
補

助
を
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

問　

支
給
結
果
と
国
庫
へ
の
返
納
金

額
は
。

答　

当
市
に
お
け
る
支
給
実
績
は
、

５
万
３
８
６
１
人
で
給
付
対
象
者
の

97
・
67
％
、
支
給
額
は
8
億
１
１
９

１
万
円
で
給
付
対
象
額
の
98
％
、
国

庫
へ
の
返
納
額
は
２
２
７
１
万
円
で

あ
っ
た
。

問　

給
付
金
に
よ
る
経
済
効
果
は
。

答　

内
閣
府
の
調
査
に
よ
る
と
、
定

額
給
付
金
を
消
費
と
し
て
支
出
さ
れ

た
割
合
は
60
％
以
上
で
、
消
費
支
出

一
部
事
務
組
合

地
域
情
報
化

定
額
給
付
金

多
文
化
共
生

市
　
民
　
協
　
働

地域の情報番組を制作するケーブルテレビ
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の
内
容
は
、
教
養
娯
楽
に
37
・
6
％

と
突
出
し
て
い
る
。
給
付
金
が
な
け

れ
ば
購
入
し
な
か
っ
た
も
の
へ
の
支

出
は
、
受
取
総
額
に
対
し
て
29
％
と

の
結
果
も
出
て
お
り
、
経
済
効
果
は

あ
っ
た
も
の
と
考
え
て
い
る
。

問　

地
震
災
害
発
生
時
の
対
応
は
。

答　

各
家
庭
で
の
自
助
の
徹
底
と
、

共
助
で
あ
る
自
主
防
災
組
織
の
結
成

と
役
割
分
担
、
訓
練
実
施
等
の
活
動

の
展
開
を
徹
底
し
て
い
き
た
い
。

　

ま
た
、
緊
急
体
制
資
料
に
つ
い
て

は
、
自
主
防
災
組
織
の
資
料
に
取
り

入
れ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

な
お
、
災
害
時
に
お
け
る
職
員
の

緊
急
体
制
に
つ
い
て
は
、
地
域
防
災

計
画
に
基
づ
く
分
担
任
務
、
体
制
に

つ
い
て
、
日
ご
ろ
か
ら
確
認
と
訓
練

を
実
施
し
、
対
応
で
き
る
よ
う
徹
底

し
て
い
る
。

問　

地
域
力
に
よ
る
救
助
体
制
は
。

答　

災
害
発
生
時
に
は
、
地
元
の
消

防
団
を
は
じ
め
災
害
協
力
隊
、
自
警

団
、
自
治
会
を
中
心
と
し
た
自
主
防

災
組
織
等
の
活
動
が
最
も
必
要
で
あ

る
。

　

し
か
し
、
こ
の
数
年
間
に
多
く
の

自
主
防
災
組
織
が
自
然
消
滅
し
て
お

り
、
組
織
の
再
結
成
に
向
け
、
地
域

へ
出
向
き
支
援
し
て
い
き
た
い
。

問　

公
共
施
設
等
の
耐
震
化
は
。

答　

学
校
の
耐
震
化
率
に
つ
い
て

は
、平
成
21
年
度
末
で
76
％
で
あ
り
、

平
成
22
年
度
末
は
82
％
に
な
る
見
込

み
で
あ
る
。

　

今
後
、財
政
面
も
考
慮
し
な
が
ら
、

で
き
る
限
り
速
く
1
0
0
％
に
な
る

よ
う
計
画
し
て
行
き
た
い
。

　

ま
た
、
地
区
公
民
館
の
耐
震
化
に

つ
い
て
も
、
順
次
耐
震
診
断
を
行
な

い
、
施
設
の
耐
震
化
に
向
け
て
計
画

的
に
実
施
し
て
い
き
た
い
。

問　

下
米
田
小
学
校
の
安
全
性
は
。

答　

南
側
に
校
舎
を
増
築
す
る
こ
と

に
よ
り
、
災
害
時
の
生
徒
の
対
応
や

校
舎
の
強
度
、
安
全
性
に
問
題
が
な

い
か
検
討
が
な
さ
れ
た
。

　

現
在
、
新
校
舎
1
階
部
分
が
ピ
ロ

テ
ィ
化
し
て
お
り
、
安
全
性
に
問
題

は
な
い
と
考
え
て
い
る
が
、
よ
り
安

全
性
を
追
求
し
て
行
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

　

ま
た
、
北
校
舎
は
耐
震
補
強
工
事

等
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
が
、
具
体

的
な
方
法
等
に
つ
い
て
は
、
今
後
十

分
検
討
し
て
い
き
た
い
。

　

な
お
、
今
後
、
児
童
数
の
増
加
が

見
込
ま
れ
、
校
舎
の
増
築
が
必
要
に

な
っ
た
場
合
は
、
学
校
敷
地
の
拡
張

も
必
要
に
な
っ
て
く
る
。

問　

緊
急
時
の
救
援
体
制
は
。

答　

可
茂
医
師
会
の
協
力
を
得
て
、

地
域
内
の
医
療
関
係
者
で
医
療
班
を

編
成
し
、
対
策
本
部
の
要
請
に
よ
り

現
地
へ
出
動
、
救
助
に
当
た
っ
て
も

ら
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

問　

住
宅
用
火
災
警
報
器
の
設
置
状

況
及
び
今
後
の
対
策
は
。

答　

当
市
の
普
及
率
は
、
ア
ン
ケ
ー

ト
結
果
に
よ
る
と
26
％
と
な
っ
て
お

り
、
可
茂
管
内
全
体
の
普
及
率
と
同

じ
で
あ
る
。

　

平
成
23
年
5
月
末
の
設
置
期
限
ま

で
の
普
及
対
策
と
し
て
、
啓
蒙
チ
ラ

シ
の
作
成
・
回
覧
、
広
報
紙
・
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
、
各
種
イ
ベ
ン

ト
で
の
啓
発
活
動
な
ど
を
展
開
し
て

い
き
た
い
。

　

な
お
、
共
同
購
入
や
警
報
器
の
給

付
・
助
成
は
、
現
在
の
と
こ
ろ
考
え

て
い
な
い
。

問　

設
置
遅
れ
の
原
因
は
。

答　

設
置
期
限
ま
で
に
ま
だ
期
間
が

あ
る
こ
と
が
大
き
な
原
因
で
あ
る
と

考
え
る
。

　

可
茂
消
防
事
務
組
合
が
実
施
し
た

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
か
ら
も
、

警
報
器
設
置
の
必
要
性
に
つ
い
て
、

ま
だ
ま
だ
市
民
の
皆
さ
ん
の
意
識
が

低
く
、
Ｐ
Ｒ
が
不
足
し
て
い
る
こ
と

を
感
じ
て
い
る
。

問　

消
火
栓
の
水
圧
は
把
握
で
き
て

い
る
か
。

答　

消
火
栓
は
消
防
水
利
の
基
準
に

基
づ
き
設
置
さ
れ
て
い
る
が
、
消
火

栓
の
水
圧
に
つ
い
て
は
把
握
し
て
い

な
い
。

　

ま
た
、
消
防
団
も
日
ご
ろ
か
ら
地

域
の
消
火
栓
の
点
検
等
を
行
っ
て
い

る
が
、
消
火
栓
を
使
っ
た
放
水
訓

練
は
水
道
水
が
濁
る
こ
と
か
ら
、
緊

急
時
以
外
の
水
出
し
を
行
っ
て
お
ら

ず
、
水
圧
に
つ
い
て
も
把
握
し
て
い

な
い
。

問　

消
防
団
編
成
の
見
直
し
は
。

答　

第
7
分
団
（
三
和
地
区
）
の
団

員
確
保
に
つ
い
て
は
、
年
々
対
象
と

な
る
人
材
が
少
な
く
な
っ
て
お
り
、

地
元
自
治
会
や
消
防
関
係
者
が
苦
労

し
て
い
る
こ
と
は
承
知
し
て
い
る
。

　

現
在
、
伊
深
町
も
含
め
た
北
部
地

域
の
分
団
編
成
に
つ
い
て
、
消
防
団

幹
部
と
協
議
を
し
て
お
り
、
平
成
22

年
度
中
に
は
北
部
地
区
の
実
態
を
考

慮
し
た
改
革
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

問　

公
有
財
産
の
売
却
物
件
、
最
低

処
分
価
格
及
び
入
札
状
況
は
。

答　

公
有
財
産
の
処
分
に
つ
い
て

は
、
平
成
22
年
1
月
15
日
に
7
物
件

で
、
登
記
地
積
1
2
8
・
46
平
方

メ
ー
ト
ル
か
ら
6
3
4
平
方
メ
ー
ト

ル
、
最
低
処
分
価
格
4
6
7
万
円
か

ら
2
1
7
0
万
円
の
公
告
を
行
っ
た
。

　

入
札
の
結
果
、
大
手
町
二
丁
目
87

番
3
の
物
件
が
1
0
2
9
万
円
で
落

札
・
決
定
し
た
。

　

な
お
、
応
札
が
無
か
っ
た
6
物
件

に
つ
い
て
は
、
今
後
、
ネ
ッ
ト
オ
ー

ク
シ
ョ
ン
を
利
用
し
て
広
く
公
募
し

た
い
。

災

害

対

策

防

火

対

策

住宅用火災警報器

公
有
財
産
売
却
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問　

公
正
な
労
賃
を
保
障
す
る
こ
と

を
明
記
し
た
条
例
が
必
要
で
は
。

答　

公
共
事
業
に
お
い
て
建
設
業
の

健
全
な
経
営
や
、
建
設
労
働
者
の
適

正
な
労
働
条
件
確
保
が
な
さ
れ
る
よ

う
「
公
契
約
法
」
制
定
の
検
討
を
、

国
に
対
す
る
意
見
書
と
し
て
採
択
し

た
自
治
体
も
あ
る
。

　

し
か
し
、
条
例
制
定
に
は
法
的
な

課
題
も
あ
り
、
ま
た
、
一
自
治
体
で

解
決
で
き
る
問
題
で
は
な
い
た
め
、

ま
ず
は
現
行
法
の
適
正
運
用
に
よ
り

地
域
経
済
や
労
働
条
件
が
確
保
さ
れ

る
よ
う
努
力
し
て
い
き
た
い
。

問　

美
濃
加
茂
市
の
教
育
基
本
方
針

は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
に
も
示
さ
れ

て
い
る
「
未
来
を
担
う
心
豊
か
で
た

く
ま
し
い
子
を
育
む
」の
具
現
化
に
、

フ
ロ
ム
0
歳
プ
ラ
ン
の
考
え
方
の
も

と
で
取
り
組
み
、
市
民
協
働
部
と
連

携
を
強
め
る
中
で
教
育
を
推
進
す
る
。

　

ま
た
、
学
校
教
育
の
効
率
化
を
考

答　

市
内
で
も
取
り
組
み
の
方
向
性

を
探
っ
て
み
た
い
と
考
え
て
い
る

が
、
学
校
運
営
協
議
会
が
機
能
し
、

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化
に
も

つ
な
げ
て
い
く
た
め
に
は
、「
人
、
も

の
、
金
、
情
報
」
と
い
う
4
つ
の
要

素
が
必
要
だ
と
考
え
る
。

問　

市
内
各
学
校
に
お
け
る
分
煙
室

設
置
の
現
状
は
。

答　

喫
煙
室
の
未
設
置
は
3
校
あ
っ

た
が
、
3
校
と
も
12
月
中
に
喫
煙
エ

リ
ア
を
確
保
し
た
。

　

今
後
も
、
喫
煙
マ
ナ
ー
を
指
導
し

良
好
な
環
境
確
保
に
努
め
て
い
く
。

問　

全
国
学
力
テ
ス
ト
の
実
施
は
。

答　

4
月
20
日
に
全
国
学
力
・
学
習

状
況
調
査
（
全
国
学
力
テ
ス
ト
）
が

行
わ
れ
る
が
、
美
濃
加
茂
市
で
は
、

文
部
科
学
省
に
よ
り
2
校
が
抽
出
さ

れ
た
。

　

ま
た
、
そ
の
他
の
学
校
は
参
加
し

な
い
と
報
告
し
た
。

問　

過
去
3
年
間
の
ま
と
め
は
。

答　

平
均
正
答
率
は
、
年
度
に
よ
り

全
国
平
均
を
上
回
っ
た
り
下
回
っ
た

り
し
て
い
る
が
、
全
体
と
し
て
、
概

ね
全
国
平
均
並
み
で
あ
っ
た
。

　

ま
た
、学
習
内
容
を
概
ね
理
解
し
、

知
識
を
身
に
付
け
て
い
る
一
方
、
身

に
付
け
た
知
識
や
技
能
を
様
々
な
場

面
で
活
用
す
る
と
い
う
力
を
高
め
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

問　

指
導
方
法
の
工
夫
改
善
は
。

答　

分
析
し
た
結
果
を
基
に
、
全
教

職
員
で
共
通
理
解
を
図
り
な
が
ら

「
書
く
こ
と
」
の
指
導
に
重
点
を
置

き
、
改
善
に
取
り
組
む
。

　

ま
た
、
一
人
一
人
の
良
さ
や
つ
ま

ず
き
に
つ
い
て
、
児
童
生
徒
と
の
二

者
懇
談
や
保
護
者
へ
の
働
き
か
け
を

し
な
が
ら
、
家
庭
に
お
け
る
学
習
習

慣
や
基
本
的
生
活
習
慣
等
の
改
善
に

も
取
り
組
ん
で
い
く
。

問　

平
成
21
年
度
給
食
費
値
上
げ
の

反
応
と
効
果
は
。

答　

今
年
度
、
給
食
費
を
値
上
し
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
肉
・
魚
・
野
菜

等
の
国
内
産
使
用
や
、
デ
ザ
ー
ト
類

等
の
充
実
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

ま
た
、
新
し
い
給
食
セ
ン
タ
ー
で

炊
飯
を
行
い
、
温
か
い
給
食
が
届
け

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
、
児

童
生
徒
・
保
護
者
・
学
校
か
ら
給
食

が
美
味
し
く
な
っ
た
と
の
声
を
多
数

い
た
だ
い
て
い
る
。

問　

学
級
閉
鎖
に
伴
う
給
食
対
応
は
。

答　

牛
乳
は
翌
日
分
か
ら
カ
ッ
ト

し
、
当
日
分
は
学
校
の
冷
蔵
庫
に
保

管
し
、
翌
日
分
の
牛
乳
と
し
て
使
用

し
た
。

　

パ
ン
・
麺
類
は
、
当
日
分
と
翌
日

分
を
カ
ッ
ト
す
る
こ
と
が
出
来
ず
、

配
達
さ
れ
た
も
の
は
廃
棄
処
分
と
し

た
。

　

肉
・
魚
・
野
菜
等
で
保
存
が
利
く

食
材
は
、
後
日
の
給
食
メ
ニ
ュ
ー
材

料
と
し
て
保
存
し
、
保
存
の
利
か
な

い
食
材
は
、
当
日
調
理
し
各
学
校
に

少
し
ず
つ
多
め
に
配
缶
し
た
。

問　

特
別
支
援
学
校
新
設
に
伴
う
給

食
対
応
は
。

答　

最
大
で
児
童
生
徒
、
教
職
員
等

の
給
食
約
3
0
0
食
を
配
食
す
る
予

定
で
あ
る
。

　

可
茂
地
区
市
町
村
の
負
担
金
で
運

搬
用
ト
ラ
ッ
ク
を
購
入
す
る
が
、
市

え
、
学
校
規
模
の
見
直
し
に
も
着
手

し
た
い
。

問　

フ
ロ
ム
0
歳
プ
ラ
ン
と
次
世
代

育
成
支
援
行
動
計
画
に
つ
い
て
。

答　

次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画

は
、
フ
ロ
ム
0
歳
プ
ラ
ン
を
推
進
し

て
い
く
方
向
性
を
持
っ
て
お
り
、
第

5
次
総
合
計
画
の
基
本
目
標
の
中
で

も
フ
ロ
ム
0
歳
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
て

具
体
的
な
成
果
目
標
を
あ
げ
推
進
し

て
い
く
。

　

ま
た
、
フ
ロ
ム
0
歳
プ
ラ
ン
の
次

世
代
育
成
支
援
行
動
計
画
へ
の
吸
収

は
、
合
理
的
か
つ
効
率
的
で
あ
る
と

考
え
る
が
、
子
育
て
支
援
及
び
育
成

環
境
整
備
の
一
本
化
に
つ
い
て
は
、

問
題
が
多
分
野
に
わ
た
っ
て
い
る
た

め
、
今
後
庁
内
に
お
い
て
検
討
し
て

い
き
た
い
。

問　

放
課
後
子
ど
も
プ
ラ
ン
の
推
進

に
つ
い
て
。

答　

市
は
学
校
5
日
制
完
全
実
施
に

伴
い
、
総
合
型
文
化
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ

ブ
・
Ｍ
Ｔ
夢
ク
ラ
ブ
の
実
践
に
取
り

組
み
、
子
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り
、

学
習
・
活
動
の
場
づ
く
り
に
努
め
て

き
た
。

　

教
育
委
員
会
と
し
て
は
、
休
日
学

童
保
育
に
学
習
タ
イ
ム
を
導
入
す
る

な
ど
、
今
行
っ
て
い
る
活
動
を
充
実

す
る
方
向
で
進
め
て
い
く
。

問　

学
校
運
営
協
議
会
（
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
）
の
導
入
は
。

公
契
約
条
例

教

育

問

題

全
国
学
力
テ
ス
ト

学

校

給

食
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の
配
食
ル
ー
ト
変
更
を
含
め
、
具
体

的
な
運
営
方
法
等
に
つ
い
て
は
、
今

後
協
議
し
て
い
く
。

問　

米
飯
給
食
を
増
や
し
て
は
。

答　

現
在
、
一
週
間
の
う
ち
月
・

水
・
金
曜
日
を
米
麦
飯
と
し
て
給
食

を
提
供
し
て
い
る
。
平
成
21
年
度
給

食
実
施
日
が
1
9
5
日
の
う
ち
、
米

飯
が
1
1
9
日
、
パ
ン
類
が
52
日
、

麺
類
が
24
日
と
な
っ
て
い
る
。

　

献
立
に
つ
い
て
は
、
子
ど
も
た
ち

の
栄
養
の
バ
ラ
ン
ス
や
給
食
へ
の
嗜

好
等
も
考
え
な
が
ら
、
立
て
て
行
き

た
い
。

問　

旧
給
食
セ
ン
タ
ー
の
跡
地
利
用

は
。

答　

昨
年
か
ら
関
係
部
課
長
会
で
検

討
し
て
お
り
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
の
事
務
所
と
下
古
井
作
業
所
を

旧
給
食
セ
ン
タ
ー
へ
集
約
し
、
現
下

古
井
作
業
所
を
下
古
井
公
民
館
と
し

て
改
修
す
る
意
見
も
あ
っ
た
が
、
結

論
は
出
て
い
な
い
。

　

今
後
、
財
政
的
な
面
も
念
頭
に
お

い
て
更
に
検
討
を
進
め
て
行
く
予
定

で
あ
る
。

問　

社
会
教
育
を
ど
う
理
解
し
て
い

る
か
。

答　

来
る
べ
き
地
方
主
権
時
代
に
、

少
子
高
齢
化
や
環
境
、
ま
ち
づ
く
り

と
い
っ
た
地
域
課
題
に
、
市
民
の
皆

さ
ん
が
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
、
美
濃

加
茂
市
の
社
会
教
育
と
考
え
る
。

問　

公
民
館
の
位
置
づ
け
は
。

答　

公
民
館
は
安
心
で
き
る
信
頼
の

場
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
貸
し
館

業
務
の
み
な
ら
ず
、
市
民
が
自
由
に

立
ち
寄
り
談
話
で
き
る
よ
う
な
場
と

し
た
い
。

　

今
後
は
、
先
進
的
な
事
例
に
つ
い

て
調
査
研
究
を
行
い
、
新
し
い
形
態

の
公
民
館
と
は
何
か
を
考
え
て
い
き

た
い
。

問　

地
域
自
治
活
動
と
社
会
教
育
の

連
携
は
。

答　

多
種
多
様
な
ま
ち
づ
く
り
の
課

題
を
解
決
す
る
に
は
、
地
域
自
治
活

動
を
担
う
皆
さ
ん
だ
け
で
な
く
、
協

働
の
観
点
か
ら
も
行
政
の
支
援
も
大

切
と
考
え
る
。

　

な
か
で
も
、
地
域
活
動
を
推
進
し

て
い
く
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
等
ま
ち
づ

く
り
学
習
の
場
づ
く
り
な
ど
に
つ
い

て
は
、
地
域
振
興
課
と
生
涯
学
習
課

が
連
携
を
と
っ
て
い
き
た
い
。

問　

文
化
会
館
に
お
け
る
市
主
催
事

業
の
Ｐ
Ｒ
に
つ
い
て
。

答　

新
聞
折
込
な
ど
は
費
用
的
に
困

難
で
あ
り
、
広
報
へ
の
掲
載
や
各
種

イ
ベ
ン
ト
入
場
者
へ
の
チ
ラ
シ
配
布

を
行
っ
て
い
る
。

　

今
後
は
、
市
内
の
商
業
施
設
な
ど

の
協
力
を
得
て
チ
ラ
シ
な
ど
で
Ｐ
Ｒ

し
た
り
、
定
住
自
立
圏
を
活
用
し
、

周
辺
自
治
体
に
も
広
報
を
行
う
な

ど
、
検
討
を
す
す
め
た
い
。

問　

糸
遊
庵
の
Ｐ
Ｒ
及
び
岡
本
一
平

の
業
績
な
ど
の
情
報
を
発
信
す
る
考

え
は
。

答　

岡
本
一
平
、
岡
本
か
の
子
、
岡

本
太
郎
は
、
地
域
ゆ
か
り
の
偉
人
と

し
て
位
置
づ
け
、
文
化
の
森
で
展
示

会
を
開
催
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
糸
遊
庵
は
、
岡
本
一
平
が

晩
年
の
約
2
年
間
を
過
ご
し
た
家
と

し
て
紹
介
を
行
っ
て
お
り
、
岡
本
一

平
ら
の
作
品
や
資
料
の
収
集
と
調
査

研
究
は
、
市
民
の
協
力
を
得
て
、
今

後
も
続
け
て
い
き
た
い
。

問　

子
ど
も
手
当
制
度
の
問
題
点
は
。

答　

子
ど
も
手
当
は
、
子
ど
も
一
人

ひ
と
り
の
育
ち
を
、
社
会
全
体
で
応

援
す
る
と
い
う
趣
旨
の
も
と
支
給
す

る
も
の
で
、
平
成
23
年
度
以
降
ひ
と

り
月
2
万
6
0
0
0
円
を
全
額
国
費

で
支
給
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

　

し
か
し
一
方
で
は
、
現
在
、
子
育

て
政
策
に
関
し
て
国
が
負
担
し
て
い

る
も
の
を
、
地
方
で
負
担
す
る
こ
と

が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
に
つ
い

て
は
、「
地
域
主
権
戦
略
会
議
」
で
国

と
地
方
の
役
割
分
担
、
経
費
負
担
の

あ
り
方
な
ど
を
議
論
し
て
い
く
こ
と

に
な
っ
て
い
る
。

問　

申
請
手
続
き
と
給
付
時
期
は
。

答　

4
月
中
旬
ま
で
に
、
現
在
児
童

手
当
の
給
付
を
受
け
て
い
な
い
対
象

者
へ
、
認
定
請
求
の
申
請
書
を
郵
送

し
、
申
請
手
続
き
を
行
い
、
認
定
し

た
世
帯
と
現
在
の
児
童
手
当
支
給
者

に
は
、
6
月
中
旬
に
指
定
口
座
へ
支

払
い
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

問　

公
金
滞
納
が
あ
っ
た
場
合
の
相

殺
の
考
え
は
。

答　

子
ど
も
手
当
の
趣
旨
や
受
給
者

の
責
務
、
受
給
権
の
保
護
を
踏
ま
え

る
と
、
給
食
費
や
保
育
料
等
を
滞
納

し
な
が
ら
、
子
ど
も
手
当
が
子
ど
も

の
育
ち
と
関
係
の
な
い
使
途
に
用
い

ら
れ
る
こ
と
は
、
法
の
趣
旨
に
そ
ぐ

わ
な
い
と
考
え
ら
れ
、
滞
納
世
帯
に

対
し
て
は
、
相
殺
相
談
を
行
う
こ
と

も
可
能
で
あ
る
と
国
か
ら
の
通
達
で

示
さ
れ
て
い
る
。

問　

市
民
へ
の
周
知
は
。

答　

4
月
1
日
号
の
広
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
案
内
を
掲
載
す
る
ほ
か
、

制
度
や
申
請
・
支
払
い
時
期
の
内
容

を
記
載
し
た
チ
ラ
シ
を
、
4
月
上
旬

に
学
校
・
保
育
園
等
を
通
じ
配
布
す

る
予
定
。

問　

子
宮
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
に
対
す

る
助
成
は
。

答　

昨
年
10
月
に
ワ
ク
チ
ン
の
承
認

が
さ
れ
て
、
平
成
22
年
度
予
算
に
お

い
て
、
助
成
実
施
を
計
画
し
て
い
る

自
治
体
も
あ
る
。

社

会

教

育

子
ど
も
手
当

保

健
・

医

療

文
化
施
設
の
活
用

中央公民館
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市
と
し
て
は
、
接
種
状
況
、
ワ
ク

チ
ン
の
供
給
状
況
、
他
の
自
治
体
の

費
用
助
成
の
動
向
を
見
な
が
ら
、
検

討
し
て
い
き
た
い
。

問　

Ａ
Ｅ
Ｄ
を
コ
ン
ビ
ニ
に
設
置
し

て
は
。

答　

24
時
間
営
業
の
た
め
、
い
つ
で

も
使
用
で
き
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
は

あ
る
が
、
行
政
が
一
部
助
成
し
て
事

業
者
の
設
置
を
促
す
の
か
、
行
政
備

品
と
し
て
貸
し
出
し
て
整
備
す
る
の

か
、
そ
う
し
た
場
合
の
設
置
基
準
や

維
持
管
理
を
ど
の
よ
う
に
す
る
の
か

な
ど
、
課
題
・
問
題
点
も
多
く
あ
る

と
考
え
て
お
り
、
コ
ン
ビ
ニ
以
外
の

施
設
も
含
め
て
、
今
後
の
研
究
課
題

と
し
た
い
。

問　

か
か
り
つ
け
医
師
の
推
進
は
。

答　
「
か
か
り
つ
け
医
師
」
は
、
高

齢
者
を
地
域
で
支
え
あ
う
体
制
を
確

立
す
る
た
め
に
重
要
で
あ
り
、
市
の

検
診
を
身
近
な
医
療
機
関
で
受
け
て

も
ら
っ
た
り
、
迅
速
で
快
適
な
医
療

が
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
病
院
と
診
療

所
の
連
携
を
図
る
な
ど
し
て
推
進
し

て
い
る
。

問　

在
宅
医
療
廃
棄
物
の
処
理
方
法

は
。

答　

現
在
、
さ
さ
ゆ
り
ク
リ
ー
ン

パ
ー
ク
で
は
、
医
療
廃
棄
物
は
処
理

困
難
物
と
し
て
受
入
れ
を
し
て
お
ら

ず
、
各
医
療
機
関
で
、
患
者
さ
ん
が

自
宅
で
使
用
し
た
注
射
針
等
を
自
主

的
に
回
収
し
、
医
療
機
関
か
ら
排
出

さ
れ
る「
感
染
性
廃
棄
物
」と
し
て
、

専
門
業
者
で
処
理
さ
れ
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

問　

高
齢
者
人
口
の
予
測
と
対
策
は
。

答　

平
成
22
年
1
月
1
日
現
在
の

高
齢
者
人
口
は
1
万
2
8
4
人
、

高
齢
化
率
18
・
65
％
と
な
っ
て
お

り
、
平
成
26
年
度
に
は
高
齢
者
人
口

1
万
1
5
0
8
人
、
高
齢
化
率
19
・

8
％
と
増
加
す
る
こ
と
が
推
計
さ
れ

る
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
高
齢
者
の
健
康
・

生
き
が
い
づ
く
り
、
介
護
予
防
、
生

活
支
援
事
業
を
充
実
さ
せ
る
必
要
が

あ
る
。

問　

敬
老
会
の
あ
り
方
に
つ
い
て
。

答　

市
民
意
識
調
査
の
結
果
や
財
政

状
況
を
ふ
ま
え
、
予
算
を
大
幅
に
削

減
し
た
。

　

平
成
22
年
度
は
、「
各
地
区
で
開
催

し
た
い
」
と
の
要
望
に
沿
う
形
で
進

め
る
が
、
次
年
度
以
降
に
つ
い
て
は

改
め
て
相
談
し
て
い
き
た
い
。

問　

要
援
護
者
に
係
る
関
係
機
関
の

連
携
は
。

答　

要
援
護
者
の
台
帳
登
録
は
、
民

生
委
員
さ
ん
と
自
治
会
の
協
力
を
得

て
行
っ
て
き
た
。

　

登
録
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
情
報
を

も
と
に
、
各
地
域
に
お
い
て
「
見
守

り
支
援
者
マ
ッ
プ
の
作
成
」
が
進
め

ら
れ
て
お
り
、
こ
の
点
に
つ
い
て
、

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
は
社
会
福
祉
協
議

会
が
と
っ
て
い
る
と
理
解
し
て
い
る
。

　

自
主
防
災
組
織
の
こ
と
も
含
め
、

社
会
福
祉
協
議
会
を
は
じ
め
と
し
た

各
関
係
機
関
が
連
携
を
と
っ
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

問　

サ
ロ
ン
へ
の
支
援
内
容
は
。

答　

市
は
、
各
地
区
で
開
催
さ
れ
る

サ
ロ
ン
で
の
健
康
づ
く
り
と
介
護
予

防
指
導
を
目
的
に
、
看
護
師
や
保
健

師
を
派
遣
し
、
社
会
福
祉
協
議
会
は

運
営
費
を
助
成
し
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
サ
ロ
ン
は
参
加
者
の
会

費
に
よ
る
運
営
を
基
本
と
し
て
お

り
、
将
来
的
に
は
自
主
的
、
自
立
的

に
行
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
考
え
て

い
る
。

問　

高
齢
化
社
会
に
お
け
る
選
挙
投

票
に
つ
い
て
。

答　

介
護
認
定
が
5
の
方
は
、
現
在

い
る
場
所
で
の
郵
便
等
に
よ
る
不
在

者
投
票
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、

介
護
認
定
が
4
ま
で
の
方
や
、
一
定

以
下
の
障
害
者
手
帳
保
有
者
は
、
投

票
所
に
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
対
策
等
に
は
こ

れ
か
ら
も
十
分
配
慮
し
、
投
票
率
向

上
に
努
め
て
い
き
た
い
。

問　

運
転
免
許
証
の
自
主
返
納
支
援

事
業
に
つ
い
て
。

答　

市
内
の
運
転
免
許
証
保
有
者
に

占
め
る
65
歳
以
上
の
高
齢
者
の
割
合

は
15
％
、
運
転
免
許
証
の
返
納
実
績

は
3
年
間
で
17
人
で
あ
る
。

　

県
下
で
は
、
運
転
免
許
証
を
自
主

返
納
し
た
人
に
、
公
的
な
身
分
証
明

と
な
る
写
真
付
き
の
住
民
基
本
台
帳

カ
ー
ド
を
無
料
で
交
付
し
て
い
る
市

も
あ
り
、
当
市
と
し
て
も
、
自
主
返

納
が
で
き
る
環
境
づ
く
り
や
、
自
主

返
納
し
た
人
へ
の
支
援
に
つ
い
て
、

行
政
と
し
て
何
が
実
施
で
き
る
か
調

査
研
究
し
て
い
き
た
い
。

問　

保
険
料
の
引
き
下
げ
は
。

答　

保
険
料
の
引
き
下
げ
は
、
広
域

連
合
に
お
い
て
生
じ
る
剰
余
金
の
全

額
活
用
と
、
県
に
設
置
さ
れ
て
い
る

財
政
安
定
化
基
金
の
活
用
に
よ
っ
て

行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
広

域
連
合
に
お
い
て
適
切
に
対
応
さ
れ

る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

問　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
に
関
連

す
る
新
年
度
予
算
案
に
つ
い
て
。

答　

市
の
一
般
会
計
の
実
質
負
担
額

は
、
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
繰

出
金
あ
わ
せ
て
、
5
2
4
万
円
の
減

額
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
の

保
険
料
負
担
金
で
は
、
4
6
4
0
万

7
0
0
0
円
の
減
額
に
な
る
。

問　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
廃
止
に

つ
い
て
。

答　

厚
生
労
働
省
は
、
市
町
村
に
お

い
て
膨
大
か
つ
煩
雑
な
事
務
処
理
が

必
要
と
な
る
こ
と
、
高
齢
者
の
医
療

費
に
対
す
る
若
人
と
高
齢
者
の
負
担

関
係
が
不
明
確
と
な
る
こ
と
な
ど
を

理
由
に
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

廃
止
後
、
老
人
保
健
制
度
に
戻
す
こ

と
な
く
、
新
た
な
制
度
に
移
行
す
る

こ
と
が
適
当
と
し
て
お
り
、
当
市
に

お
い
て
は
、
高
齢
者
医
療
制
度
改
革

会
議
の
動
向
を
注
視
し
て
い
き
た
い
。

高
齢
者
福
祉

後
期
高
齢
者
医
療
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問　

老
老
介
護
の
実
態
は
。

答　

平
成
19
年
度
に
行
っ
た
高
齢
者

等
実
態
調
査
の
結
果
に
よ
る
と
、
認

定
者
の
96
・
2
％
の
3
8
5
人
が
高

齢
者
で
あ
り
、
そ
の
主
た
る
介
護
者

は
48
・
6
％
の
1
8
7
人
が
高
齢
者

で
あ
っ
た
。

　

平
成
22
年
度
に
実
施
予
定
の
高
齢

者
等
実
態
調
査
で
、
さ
ら
に
「
老
老

介
護
」
の
実
態
や
要
望
に
つ
い
て
調

査
を
す
る
。

問　

レ
ス
パ
イ
ト
ケ
ア
事
業
の
現
状

は
。

答　

介
護
者
へ
の
支
援
と
し
て
、
市

主
催
の
「
介
護
者
の
つ
ど
い
」
を
年

3
回
開
催
し
、
介
護
技
術
の
講
習
、

介
護
施
設
視
察
と
気
分
転
換
の
た
め

の
日
帰
り
旅
行
な
ど
、
日
ご
ろ
の
介

護
負
担
を
少
し
で
も
軽
減
し
て
い
た

だ
く
機
会
を
設
け
て
い
る
。

問　

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
組

織
体
制
は
。

答　

2
カ
所
の
社
会
福
祉
法
人
に
委

託
し
て
い
た
も
の
を
、
平
成
21
年
度

か
ら
、市
直
営
の
1
カ
所
に
ま
と
め
、

管
理
者
に
市
課
長
職
職
員
を
配
置
す

る
と
と
も
に
、
嘱
託
事
務
職
員
を
1

人
配
置
し
、
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の

3
職
種
の
専
門
職
員
に
つ
い
て
は
、

高
齢
者
支
援
に
専
念
で
き
る
よ
う
体

制
を
充
実
し
た
。

問　

介
護
保
険
手
続
き
に
係
る
期
間

は
。

答　

被
保
険
者
か
ら
の
要
介
護
認
定

申
請
受
理
後
、
認
定
調
査
書
作
成
、

認
定
審
査
会
に
お
け
る
審
査
を
経
て

要
介
護
度
を
決
定
す
る
ま
で
、
法
定

の
期
間
30
日
に
対
し
、
当
市
は
、
平

均
28
日
で
決
定
し
て
お
り
、
処
理
期

間
の
短
縮
の
た
め
に
、
認
定
調
査
の

早
期
訪
問
や
主
治
医
意
見
書
提
出
の

催
促
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

問　

施
設
待
機
者
の
現
状
は
。

答　

県
内
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の

昨
年
6
月
1
日
現
在
の
市
内
待
機
者

は
2
6
5
人
で
、
こ
の
う
ち
要
介
護

5
お
よ
び
4
の
方
は
89
人
で
あ
る
。

　

ま
た
市
内
施
設
の
3
月
1
日
現
在

の
待
機
者
は
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム
2
6
6
人
、
介
護
老
人
保
健
施
設

32
人
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
27
人
で
あ

る
。

問　

介
護
難
民
対
策
は
。

答　

医
療
行
為
が
必
要
な
重
度
の
方

な
ど
が
、
在
宅
に
戻
ら
れ
た
場
合
に

は
、
市
内
の
訪
問
看
護
事
業
所
7
カ

所
に
よ
る
在
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
で
支

援
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
平
成
23
年
度
に
特
別
養
護

老
人
ホ
ー
ム
80
床
を
増
床
、
平
成
22

年
度
に
介
護
老
人
保
健
施
設
10
床
を

増
床
す
る
予
定
で
あ
る
。

問　

介
護
保
険
の
住
宅
改
修
の
支
給

要
件
は
。

答　

支
給
限
度
額
は
、
対
象
と
な
る

20
万
円
ま
で
の
住
宅
改
修
費
の
9
割

と
な
っ
て
い
る
。

　

改
修
工
事
は
被
保
険
者
か
ら
の
支

給
申
請
書
提
出
後
に
施
工
さ
れ
、
工

事
完
成
後
に
完
成
届
け
を
提
出
、
改

修
費
の
支
給
は
、
完
成
届
け
を
受
領

し
た
翌
月
末
と
な
っ
て
い
る
。

　

現
在
は
被
保
険
者
本
人
へ
の
改
修

費
支
給
が
原
則
と
な
っ
て
い
る
が
、

支
給
の
受
領
を
改
修
事
業
者
に
委
任

す
る
「
受
領
委
任
払
い
制
度
」
が
当

市
に
お
い
て
実
施
可
能
か
検
討
し
て

い
く
。

問　

地
域
支
援
事
業
に
つ
い
て
。

答　
「
脳
疾
患
」
予
防
と
し
て
の
有

酸
素
運
動
と
「
転
倒
・
骨
折
」
予
防

と
し
て
の
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を

組
み
合
わ
せ
た
介
護
予
防
事
業
と
し

て
、平
成
22
年
度
か
ら「
つ
く
ば
ウ
ェ

ル
ネ
ス
事
業
」
を
実
施
す
る
こ
と
を

計
画
し
て
い
る
。

　

こ
の
事
業
は
、
メ
タ
ボ
対
策
や
健

康
増
進
に
も
効
果
が
あ
る
こ
と
が
実

証
さ
れ
て
お
り
、
市
民
対
象
の
「
健

康
増
進
事
業
」
と
し
て
展
開
し
て
い

く
こ
と
を
考
え
て
い
る
。

問　

常
設
型
エ
コ
ハ
ウ
ス
（
環
境
学

習
）
の
整
備
に
つ
い
て
。

答　

現
在
策
定
を
進
め
て
い
る
第
2

次
環
境
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン
で
、
重

点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
と
し
て
、
整

備
に
取
り
組
む
予
定
で
あ
る
。

　

ま
た
、
か
わ
ま
ち
づ
く
り
協
議
会

で
も
、
旧
シ
ュ
ロ
ス
跡
地
周
辺
の
整

備
方
針
な
ど
が
検
討
さ
れ
、
環
境
に

関
す
る
活
動
拠
点
、
環
境
情
報
の
発

信
拠
点
と
し
て
の
活
用
を
図
れ
る
よ

う
、
検
討
を
進
め
て
い
き
た
い
。

　

な
お
、
定
住
自
立
圏
形
成
協
定
に

環
境
に
関
す
る
項
目
を
追
加
す
る
こ

と
で
、
環
境
面
か
ら
も
地
域
連
携
を

進
め
、
地
域
で
の
環
境
学
習
の
中
心

的
施
設
と
し
て
役
割
を
担
っ
て
い
け

る
よ
う
に
考
え
て
い
る
。

問　

ご
み
の
減
量
化
対
策
は
。

答　

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
の
資
源
化

に
つ
い
て
、
平
成
20
年
1
月
か
ら
3

月
ま
で
、
試
行
的
に
分
別
収
集
を
し

た
が
、
回
収
の
た
め
の
経
費
や
選
別

す
る
市
民
の
負
担
が
大
き
す
ぎ
る
な

ど
の
理
由
で
、実
施
を
見
合
わ
せ
た
。

　

そ
の
後
、
リ
サ
イ
ク
ル
の
進
ん
で

い
な
い
小
さ
な
紙
片
や
ビ
ニ
ー
ル

コ
ー
テ
ィ
ン
グ
さ
れ
た
紙
製
容
器
、

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
な
ど
の
効
率
的

な
収
集
や
処
理
方
法
に
つ
い
て
、
地

区
回
収
の
導
入
も
含
め
て
検
討
し
て

い
る
。

問　

事
業
系
一
般
廃
棄
物
（
可
燃
ご

み
）
の
処
理
経
費
は
。

答　

事
業
系
ご
み
の
処
理
費
は
条
例

で
定
め
ら
れ
て
お
り
、
さ
さ
ゆ
り
ク

リ
ー
ン
パ
ー
ク
が
稼
動
し
て
以
来
、

変
わ
っ
て
い
な
い
。

　

な
お
、
事
業
主
の
排
出
者
責
任
に

基
づ
い
た
負
担
金
の
徴
収
は
必
要
だ

と
考
え
て
お
り
、
今
後
は
、
ご
み
減

量
の
た
め
に
も
、
料
金
の
見
直
し
が

必
要
か
ど
う
か
に
つ
い
て
組
合
や
構

成
市
町
村
と
と
も
に
検
討
し
て
い
き

た
い
。

介

護

環

境

問

題

リサイクルステーションの様子
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問　

農
家
の
収
入
が
増
え
る
こ
と
に

な
る
か
。

答　

米
戸
別
所
得
補
償
モ
デ
ル
事
業

に
参
加
し
、
水
田
利
活
用
自
給
力
向

上
事
業
及
び
同
対
策
内
の
激
変
緩
和

措
置
を
最
大
限
に
活
用
す
る
集
落
が

あ
れ
ば
、
そ
れ
に
対
す
る
交
付
金
は

今
年
度
を
下
回
ら
な
い
こ
と
に
な
っ

て
い
る
。

問　

施
設
整
備
に
つ
い
て
。

答　

可
茂
公
設
地
方
卸
売
市
場
は
、

平
成
21
年
度
に
土
地
・
建
物
の
管
理

を
除
く
運
営
に
関
し
て
、
指
定
管
理

者
制
度
が
導
入
さ
れ
、
さ
ら
な
る
運

営
の
合
理
化
・
効
率
化
を
進
め
る
た

め
に
、
平
成
24
年
度
か
ら
の
公
設
民

営
化
を
目
指
し
て
い
る
。

　

最
近
の
冷
蔵
庫
の
新
設
や
建
物
建

設
等
の
整
備
は
、
民
営
化
移
行
時
に

引
き
受
け
て
も
ら
う
民
間
事
業
者
へ

施
設
な
ど
を
引
き
渡
す
た
め
に
、
老

朽
化
し
た
施
設
等
を
整
備
し
て
い
る

も
の
で
あ
り
、
そ
の
財
源
の
主
な
も

の
は
構
成
市
町
村
の
負
担
金
で
は
な

く
、
土
地
の
売
却
に
伴
う
資
金
で
あ

る
。

問　

所
得
補
償
変
動
部
分
の
米
の
想

定
価
格
は
。

答　

標
準
生
産
費
に
つ
い
て
は
、
国

が
算
出
し
た
も
の
で
、
1
俵
当
た
り

約
1
万
4
0
0
0
円
と
な
っ
て
お

り
、
販
売
価
格
は
平
成
21
年
度
実
績

で
Ｊ
Ａ
の
1
等
コ
シ
ヒ
カ
リ
が
1
万

2
0
0
0
円
で
あ
る
。

　

平
成
22
年
度
の
生
産
費
は
大
き
く

変
動
し
な
い
と
考
え
る
が
、
今
回
の

制
度
に
参
加
し
な
い
農
業
者
に
よ
り

需
給
が
緩
ん
だ
場
合
に
は
、
販
売
価

格
が
下
が
る
恐
れ
が
あ
り
、
生
産
数

量
目
標
に
即
し
た
米
の
生
産
を
奨
励

し
て
い
き
た
い
。

問　

農
家
へ
の
周
知
方
法
と
説
明
会

で
の
主
な
意
見
は
。

答　

各
地
区
の
改
良
組
合
長
会
や
集

落
座
談
会
に
、
Ｊ
Ａ
め
ぐ
み
の
と
連

携
し
て
出
向
い
て
お
り
、
現
在
ま
で

に
、
市
内
各
地
域
で
15
回
の
説
明
会

や
座
談
会
を
開
い
て
い
る
。

　

意
見
と
し
て
は
、
新
し
い
制
度
自

体
に
対
す
る
質
問
が
主
で
あ
り
、
担

い
手
を
育
て
て
ほ
し
い
と
い
う
も
の

が
多
い
。

　

な
お
、
説
明
会
以
外
に
も
、
Ｊ
Ａ

め
ぐ
み
の
組
合
広
報
3
月
号
や
、「
美

濃
加
茂
地
域
担
い
手
育
成
総
合
支
援

協
議
会
だ
よ
り
」
で
も
、
農
家
へ
の

周
知
を
図
っ
て
い
く
。

答　

食
料
自
給
率
向
上
の
ポ
イ
ン
ト

と
な
る
麦
・
大
豆
・
米
粉
用
米
な
ど

戦
略
作
物
の
販
路
に
つ
い
て
は
、

農
協
が
中
心
と
な
り
対
応
し
て
い
く

が
、地
産
地
消
を
拡
大
で
き
る
よ
う
、

市
が
農
協
や
生
産
者
、
商
工
業
者
と

の
橋
渡
し
役
を
努
め
た
い
。

問　

集
団
営
農
に
つ
い
て
。

答　

集
団
営
農
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て

は
、
交
付
金
の
受
け
取
り
額
が
多
く

な
る
こ
と
、
個
人
で
機
械
を
保
有
せ

ず
に
複
数
人
で
機
械
の
回
転
率
を
上

げ
て
い
け
る
こ
と
、
更
に
は
話
し
合

い
に
よ
り
転
作
部
分
と
米
の
作
付
け

部
分
を
住
み
分
け
ら
れ
る
こ
と
な
ど

が
考
え
ら
れ
る
。

　

な
お
、
集
団
営
農
の
要
件
に
は
、

規
約
を
定
め
、
販
売
な
ど
の
経
理
を

一
元
化
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
、

リ
ー
ダ
ー
を
選
出
し
、
取
り
組
み
希

望
者
の
中
で
の
十
分
な
議
論
が
必
要

に
な
る
と
考
え
て
い
る
。

問　

新
規
需
要
米
に
つ
い
て
。

答　

当
市
に
お
い
て
は
、
ま
だ
積
極

的
に
活
用
を
勧
め
ら
れ
る
環
境
が

整
っ
て
い
な
い
と
感
じ
て
い
る
。

　

当
面
の
対
処
方
策
と
し
て
は
、
農

家
の
皆
様
に
そ
の
現
状
を
お
伝
え
し

て
い
く
こ
と
で
あ
り
、
そ
の
中
で

も
、
共
同
で
保
管
施
設
な
ど
を
考
え

ら
れ
る
よ
う
な
場
合
が
あ
れ
ば
、
国

の
補
助
事
業
を
活
用
で
き
る
よ
う
に

サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き
た
い
。

　

ま
た
、
担
い
手
や
若
手
農
業
者
等

と
の
懇
談
会
も
随
時
行
っ
て
、
現
場

の
声
を
直
接
聞
く
機
会
を
設
け
、
こ

の
声
も
反
映
さ
せ
て
い
く
よ
う
心
掛

け
る
。

問　

対
象
農
家
戸
数
と
面
積
は
。

答　

対
象
と
な
る
農
家
数
は
、
同
制

度
へ
の
加
入
要
件
が
水
稲
共
済
加
入

者
と
な
る
こ
と
か
ら
、
農
業
共
済
事

務
組
合
に
よ
る
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、

最
大
で
2
0
8
0
戸
、
面
積
は
平
成

21
年
度
実
績
で
約
7
6
3
ヘ
ク
タ
ー

ル
と
想
定
し
て
い
る
。

問　

水
田
利
用
自
給
力
向
上
事
業
に

つ
い
て
。

問　

耕
作
放
棄
地
対
策
は
。

答　

市
に
お
い
て
は
、
規
模
拡
大
や

集
約
化
を
行
う
担
い
手
な
ど
に
、
調

整
水
田
や
未
活
用
水
田
の
活
用
及
び

耕
作
放
棄
地
対
策
も
兼
ね
て
、
農
地

の
利
用
集
積
に
対
す
る
支
援
を
予
定

し
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
担
い
手

が
充
実
し
た
農
業
経
営
が
で
き
る
と

と
も
に
、
戸
別
経
営
が
難
し
い
農
家

が
安
心
し
て
農
地
を
担
い
手
に
預
け

て
い
た
だ
け
る
環
境
整
備
を
推
進
す

る
。

問　

市
独
自
の
奨
励
策
の
考
え
は
。

答　

自
給
率
向
上
に
寄
与
す
る
た
め

に
、
具
体
的
に
は
、
市
の
奨
励
作
物

で
あ
る
夏
秋
ナ
ス
や
さ
と
い
も
を
水

田
に
作
付
し
た
場
合
の
支
援
を
計
画

し
て
い
る
。

問　

地
域
農
業
振
興
策
は
。

答　

来
年
度
は
、
農
業
に
関
す
る
意

識
の
変
化
や
農
家
と
し
て
抱
え
る
課

題
、
農
業
従
事
者
と
し
て
の
要
望
な

ど
に
つ
い
て
把
握
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
、
農
用
地
利
用
実
態
調
査
を

実
施
す
る
予
定
に
し
て
お
り
、
今
後

こ
の
デ
ー
タ
を
振
興
策
に
活
か
し
て

い
き
た
い
。

農

業

問

題

農
家
戸
別
所
得
補
償
制
度

可
茂
公
設
卸
売
市
場
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今
後
も
開
発
事
業
者
に
は
審
議
会

の
審
査
内
容
を
詳
細
に
説
明
し
て
い

く
。

問　

中
蜂
屋
産
業
集
積
事
業
の
内
容

は
。

答　

美
濃
加
茂
市
土
地
区
画
整
理
事

業
助
成
要
綱
に
基
づ
き
、
道
路
等
助

成
対
象
事
業
と
し
て
、
補
助
金
の
交

付
及
び
技
術
的
援
助
を
行
っ
て
い
る
。

　

助
成
金
額
は
、
工
事
費
及
び
補
償

費
等
5
億
8
5
3
万
5
0
0
0
円
を

予
定
し
て
お
り
、
こ
の
内
、
4
割
が

ま
ち
づ
く
り
交
付
金
事
業
の
補
助
金

で
あ
る
。

問　

企
業
の
進
出
状
況
は
。

答　

現
在
、
企
業
の
決
定
に
は
至
っ

て
い
な
い
が
、
交
渉
し
て
い
る
各
企

業
か
ら
は
、
道
路
条
件
、
特
に
工
業

用
水
が
あ
る
な
ど
、
高
い
評
価
を
得

て
い
る
。

　

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
企
業
誘
致

情
報
を
掲
載
し
、
県
に
も
中
蜂
屋
の

企
業
誘
致
情
報
の
掲
載
を
お
願
い
し

て
お
り
、
今
後
も
あ
ら
ゆ
る
方
法
を

考
え
な
が
ら
、
事
業
推
進
に
努
め
た

い
。

答　

景
観
計
画
の
方
針
で
は
、
木
曽

川
・
飛
騨
川
を
中
心
と
し
た
景
観
づ

く
り
は
、
歴
史
文
化
と
河
川
が
一
体

と
な
っ
た
景
観
を
形
成
す
る
と
位
置

づ
け
て
い
る
。

　

今
後
、
地
域
の
景
観
に
取
り
組
ん

で
い
た
だ
い
た
皆
さ
ん
と
一
緒
に
、

川
を
舟
で
利
用
す
る
た
め
の
船
着
場

の
位
置
・
回
遊
ル
ー
ト
選
定
な
ど
を

検
討
し
て
い
き
た
い
。

問　

過
度
に
指
導
が
な
さ
れ
て
い
な

い
か
。

答　

市
の
開
発
指
導
要
綱
は
、
都
市

計
画
法
や
岐
阜
県
宅
地
開
発
指
導
要

領
に
準
じ
て
基
準
を
定
め
て
お
り
、

開
発
事
業
は
、
指
導
要
綱
に
基
づ
い

て
指
導
を
行
っ
て
い
る
。

　

要
綱
で
は
、
開
発
事
業
の
目
的
や

面
積
な
ど
に
よ
り
接
道
す
る
既
存
道

路
の
幅
員
を
定
め
て
い
る
。

　

開
発
事
業
は
、
関
連
す
る
法
令
や

担
当
部
署
が
多
岐
に
わ
た
る
た
め
事

前
に
関
係
機
関
と
の
協
議
を
依
頼

し
、
申
請
時
に
協
議
書
を
添
付
し
て

も
ら
い
、
市
の
開
発
審
議
会
で
審
査

を
し
て
意
見
調
整
し
、
回
答
し
て
い

る
。

問　

景
観
重
点
地
区
を
増
や
す
考
え

は
。

答　

第
5
次
総
合
計
画
の
成
果
指
標

に
平
成
31
年
度
ま
で
に
、
5
地
区
と

位
置
付
け
て
お
り
、
引
き
続
き
取
り

組
む
予
定
で
あ
る
。

問　

環
境
保
全
へ
の
取
り
組
み
は
。

答　

市
を
代
表
す
る
里
山
や
森
林
環

境
を
保
有
す
る
伊
深
・
三
和
地
区
を

景
観
重
点
区
域
と
し
て
計
画
し
、
国

の
地
域
景
観
づ
く
り
緊
急
支
援
事
業

に
お
い
て
、
そ
の
地
区
の
植
生
調
査

や
景
観
社
会
実
験
等
を
実
施
し
た
。

　

そ
の
結
果
等
に
基
づ
き
、
地
域
の

皆
さ
ん
が
景
観
を
意
識
し
て
、
今
後

の
里
山
整
備
や
森
林
保
全
に
取
り
組

む
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

問　

屋
外
広
告
物
の
シ
ス
テ
ム
化
は
。

答　

緊
急
雇
用
事
業
を
活
用
し
、
現

在
、
屋
外
広
告
物
の
現
況
調
査
進
め

て
お
り
、
来
年
度
か
ら
は
、
広
告
物

の
分
析
や
検
証
を
し
て
、
適
正
な
指

導
管
理
を
行
っ
て
い
く
。

問　

計
画
の
今
後
の
取
り
組
み
は
。

答　

景
観
計
画
で
は
、
地
域
の
特
色

あ
る
人
々
の
暮
ら
し
・
営
み
を
地
域

で
向
上
さ
せ
る
こ
と
を
景
観
の
視
点

で
捉
え
、
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
を

目
標
と
し
て
お
り
、
今
後
も
、
地
域

に
根
付
い
た
景
観
ま
ち
づ
く
り
を
進

め
る
。

問　

木
曽
川
・
飛
騨
川
沿
い
の
景
観

計
画
に
つ
い
て
。

を
主
体
と
し
て
、
延
べ
7
回
の
検
討

を
重
ね
て
き
た
。

　

作
成
さ
れ
た
計
画
案
を
景
観
計
画

策
定
委
員
会
で
検
討
し
、
該
当
す
る

地
区
を
対
象
に
、
4
回
の
地
区
住

民
説
明
会
、
夜
間
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
社

会
実
験
や
町
並
み
景
観
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
実
験
の
場
で
説
明
を
し
、
ご

理
解
い
た
だ
い
た
。

　

ま
た
、
2
月
か
ら
は
景
観
計
画
案

の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
行
い
、

用
途
地
域
の
指
定
や
美
し
い
街
・
安

全
な
街
に
し
て
ほ
し
い
と
の
意
見
を

い
た
だ
い
た
。

問　

中
山
道
太
田
宿
に
対
す
る
補
助

金
に
つ
い
て
。

答　

建
造
物
の
保
存
と
修
景
に
関
す

る
補
助
金
交
付
要
綱
で
の
実
績
と
し

て
、
20
年
間
で
11
件
、
3
9
3
6
万

円
が
交
付
さ
れ
て
き
た
。
今
後
も
実

績
の
よ
う
な
推
移
を
た
ど
る
と
予
測

し
て
い
る
。

問　

景
観
づ
く
り
事
業
に
つ
い
て
。

答　

平
成
20
年
度
か
ら
8
地
区
18
回

の
地
区
懇
談
会
を
開
催
し
、
良
好
な

景
観
が
市
民
共
通
の
財
産
で
あ
る
こ

と
を
説
明
、
平
成
21
年
度
か
ら
は
、

伊
深
、
三
和
、
中
山
道
太
田
宿
地
区

で
、重
点
区
域
の
説
明
会
を
開
催
し
、

景
観
の
意
義
や
そ
の
整
備
・
保
全
の

必
要
性
を
話
し
合
っ
て
き
た
。

　

ま
た
、
古
井
、
下
米
田
地
区
で
の

景
観
を
考
え
る
地
元
ワ
ー
キ
ン
グ

や
、
伊
深
、
三
和
地
区
で
の
調
査
、

実
験
な
ど
、
延
べ
81
回
の
活
動
を

開
催
し
、
1
0
1
6
人
の
参
加
者
が

あ
っ
た
。

　

景
観
計
画
は
4
月
1
日
付
け
で
告

示
を
行
い
、
景
観
条
例
は
、
6
月
議

会
に
上
程
し
、
7
月
1
日
に
施
行
す

る
予
定
で
あ
る
。

問　

中
山
道
太
田
宿
地
区
の
計
画
案

策
定
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス
は
。

答　

太
田
地
区
の
懇
談
会
を
2
回
、

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
1
回
行
い
、
景

観
計
画
策
定
検
討
委
員
会
で
議
論
を

し
検
討
し
て
き
た
。

　

平
成
20
年
度
に
は
、
具
体
的
な
町

並
み
保
存
を
進
め
る
目
的
で
、
Ｎ
Ｐ

Ｏ
法
人
な
ど
地
区
を
代
表
す
る
組
織

土
地
区
画
整
理

景

観

計

画

開

発

指

導

中山道の町並み
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₂
　
月

22
日　

中
濃
地
域
農
業
共
済
事
務
組

合
議
会
（
関
市
）

26
日　

議
会
運
営
委
員
会

　
　
₃
　
月

2
日
～
24
日

　
　
　

市
議
会
第
1
回
定
例
会

3
日　

可
茂
地
域
一
部
事
務
組
合
議

会

　
　
　
（
可
茂
衛
生
施
設
利
用
組
合
、

可
茂
公
設
地
方
卸
売
市
場
組

合
、
可
茂
消
防
事
務
組
合
、

可
茂
広
域
行
政
事
務
組
合
）

25
日　

美
濃
加
茂
市
・
富
加
町
中
学

校
組
合
議
会
（
富
加
町
）

29
日　

岐
阜
地
域
肢
体
不
自
由
児
母

子
通
園
施
設
組
合
議
会
（
岐

阜
市
）

　
　
₄
　
月

19
日　

行
財
政
改
革
推
進
特
別
委
員

会

22
日　

東
海
市
議
会
議
長
会
定
期
総

会
（
沼
津
市
）

　
　
₅
　
月

11
日
～
13
日

　
　
　

産
業
建
設
常
任
委
員
会
行
政

視
察

12
日
～
14
日

　
　
　

企
画
総
務
常
任
委
員
会
行
政

視
察

議
会
日
誌

設
は
で
き
な
い
の
で
、
交
差
点
改
良

を
進
め
る
以
外
に
方
法
は
な
い
と
の

こ
と
で
あ
る
。

　

市
と
し
て
は
、
一
刻
も
早
く
交
差

点
改
良
を
進
め
る
よ
う
、
県
に
対
し

て
要
望
活
動
を
続
け
て
い
き
た
い
。

問　

移
管
路
線
計
画
に
つ
い
て
。

答　

将
来
、
市
が
移
管
を
受
け
る
予

定
で
、
県
と
協
議
を
進
め
て
い
る
路

線
は
、
旧
国
道
2
4
8
号
線
、
国
道

4
1
8
号
線
の
一
部
、
通
称
「
駅
前

通
り
」
を
含
む
県
道
蜂
屋
太
田
線
の

一
部
の
3
路
線
で
あ
る
。

問　

移
管
に
対
す
る
取
り
決
め
は
。

答　

移
管
に
際
し
て
は
、
事
前
に
県

と
協
議
を
行
い
、
旧
道
の
修
繕
計
画

を
立
て
た
上
で
、
移
管
前
ま
で
に
必

要
な
箇
所
の
修
繕
工
事
を
済
ま
せ
て

も
ら
う
こ
と
に
し
て
い
る
。

問　

道
路
整
備
に
関
す
る
当
市
の
負

担
割
合
は
。

答　

道
路
新
設
改
良
事
業
で
は
事
業

費
の
10
％
、
街
路
事
業
の
国
庫
補
助

事
業
で
は
9
％
も
し
く
は
10
％
、
県

単
街
路
事
業
で
は
20
％
、
舗
装
道
新

設
事
業
で
は
事
業
費
の
15
％
を
市
が

負
担
す
る
。

問　

可
児
金
山
・
大
場
中
国
線
交
差

点
に
つ
い
て
。

答　

交
差
点
改
良
に
つ
い
て
、
現
在

の
状
況
を
県
に
確
認
し
た
と
こ
ろ
、

平
成
22
年
度
に
は
、
調
査
費
及
び

用
地
補
償
費
を
予
算
要
望
し
、
優
先

し
て
予
算
付
け
を
し
て
も
ら
え
る
よ

う
努
力
し
て
い
き
た
い
と
の
こ
と
で

あ
っ
た
。

　

ま
た
、
改
良
工
事
は
、
調
査
に
時

間
が
か
か
る
こ
と
や
用
地
の
買
収
が

終
わ
っ
て
い
な
い
等
の
理
由
か
ら
平

成
23
年
度
に
な
る
公
算
が
強
い
と
の

こ
と
で
あ
っ
た
。

　

な
お
、
右
折
レ
ー
ン
が
設
置
さ
れ

て
い
な
い
交
差
点
に
矢
印
信
号
の
新

な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
奨
励
金
は
、
高
度
処
理
浄
化

槽
だ
け
を
対
象
と
し
た
市
単
独
の
補

助
金
制
度
で
あ
り
、
要
綱
に
よ
り
平

成
23
年
度
で
終
了
す
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
。
今
後
、
財
源
と
の
関
係
を

み
な
が
ら
、
継
続
す
る
こ
と
も
含
め

て
検
討
し
て
い
き
た
い
。

問　

み
の
か
も
サ
テ
ラ
イ
ト
事
業
に

つ
い
て
。

答　

主
会
場
と
な
る
三
和
・
伊
深
町

に
お
い
て
、
自
治
会
・
小
学
校
・
公

民
館
活
動
・
森
林
組
合
・
漁
協
等
関

係
者
に
よ
る
実
行
委
員
会
が
結
成
さ

れ
、
事
業
全
般
の
企
画
・
運
営
に
つ

い
て
、
検
討
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

市
に
お
い
て
も
、
関
係
課
が
連
携

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
か
ら
具
体
的

な
企
画
案
を
出
し
合
っ
て
、
実
行
委

員
会
と
協
議
を
重
ね
な
が
ら
、
準
備

を
進
め
て
い
る
。

　

こ
の
事
業
を
一
過
性
の
イ
ベ
ン
ト

と
し
て
終
わ
ら
せ
ず
、
従
来
か
ら
地

域
が
主
体
的
に
取
り
組
ん
で
き
た
、

水
環
境
を
保
全
す
る
活
動
に
ス
ポ
ッ

ト
を
当
て
、
今
後
も
継
続
し
て
い
け

る
よ
う
に
支
援
す
る
。

問　

水
圧
問
題
に
つ
い
て
。

答　

山
之
上
地
区
は
、
中
之
番
配
水

池
か
ら
送
水
さ
れ
て
お
り
、
現
地
の

計
測
値
は
法
律
上
適
合
し
て
い
る

が
、
住
民
が
日
常
生
活
に
不
便
さ
れ

て
い
る
こ
と
も
承
知
し
て
い
る
。

　

抜
本
的
な
対
策
と
し
て
は
、
配
水

池
系
統
の
変
更
が
必
要
と
な
り
、
多

額
の
経
費
が
か
か
る
の
で
、
水
道
企

業
会
計
の
財
務
内
容
を
見
な
が
ら
検

討
し
た
い
。

　

な
お
、
当
面
は
配
水
池
か
ら
の
送

水
に
よ
っ
て
、
一
時
的
に
水
圧
が
低

下
す
る
場
合
も
あ
る
の
で
、
ポ
ン
プ

の
運
用
方
法
を
調
整
す
る
な
ど
の
方

法
を
検
討
し
て
い
く
。

問　

合
併
浄
化
槽
高
度
処
理
施
設
整

備
補
助
金
制
度
延
長
の
考
え
は
。

答　

本
市
の
浄
化
槽
の
補
助
制
度

は
、
国
・
県
・
市
が
そ
れ
ぞ
れ
3
分

の
1
の
財
源
を
負
担
す
る
基
本
的
な

補
助
金
と
、
奨
励
金
の
二
本
立
て
と

交
差
点
改
良

合
併
浄
化
槽
補
助

全
国
海
づ
く
り
大
会

上

水

道

旧
道
の
処
理
計
画

美濃加茂市に引き継がれた回遊旗
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可　決　さ　れ　た　意　見　書
子ども手当財源の地方負担に反対する意見書

　平成22年度予算案に、中学卒業まで1人あたり月1万3千円の「子
ども手当」の支給が盛り込まれた。給付費総額は2兆2,554億円と
なり、平成23年度以降は子ども1人あたり月2万6千円の支給とな
るため、更なる財源の確保が必要となる。
　また、平成22年度は児童手当との併給であるため、地方・事業
主負担も求められることとなった。
　このため、一部の自治体は給付事務のボイコットを表明し、地
方六団体からは「子ども手当の地方負担に反対する緊急声明」が
出されるなど、実際に支給できるのか懸念される。各県知事への
アンケート調査でも子ども手当の全額国庫負担を求める声が大勢
を占めているのが現状である。
　よって、国におかれては、下記の事項に特段の配慮がなされる
よう強く要望する。

記
1  　平成23年度以降の子ども手当は、国の責任として実施すべき
であり、全額国庫負担とすること。また、平成22年度予算につ
いては、地方の事務負担や費用負担に十分配慮すること。

2  　子ども手当によって目指す国の中長期のビジョンと平成23年
度以降子ども手当を実施する上での財源確保の展望を示すこ
と。その際、納税者の理解を十分に得られる内容とすること。

3  　子ども手当のような現金の直接給付だけではなく、子育てを
しやすい環境整備にも配慮していくこと。

4  　平成23年度以降の子ども手当の制度設計については、国と地
方の役割分担の在り方を明確化すること。また、国と地方の十
分な意見交換の場を設けること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣
　　　　内閣官房長官　内閣府特命担当大臣（国家戦略担当）
　　　　総務大臣　財務大臣　厚生労働大臣

生産性の高い競争力に富んだ農家の育成を求める意見書
　政府は平成22年度予算で米の戸別所得補償モデル事業として
5,618億円を計上した。同事業は水田農業に取り組む全ての農家
を対象とすることが原則で、農家の経営基盤強化に向けて期待の
声がある一方、全国一律の単価で交付するため生産性が高く販売
性の高い地域が有利になる点や、水田農業が優先されるため麦や
大豆の自給力向上につながらず、果樹・野菜・畜産など多様な農
業の発展にも支障を及ぼすとの見方がある。
　また、自給率を向上させるため必要不可欠な農業農村整備事業
の予算が大幅に削減され、農家の生産性を高める基盤整備が十分
に進まないことも危惧される。
　よって、国におかれては、下記の点に留意し、生産性の高い競
争力に富んだ農家の育成を進める施策の充実を図るよう強く要望
する。

記
1  　戸別所得補償制度の本格導入にあたっては、麦・大豆など畑
作物の位置付けを明確化し、多様な農業の展開に資する制度と
すること。

2  　戸別所得補償制度によって生産力の高い担い手への農地集積
を阻害する結果とならないよう、農地の「貸しはがし」問題に
早急に対処すること。

3  　米作り優先ではなく、野菜・果樹・畜産など多様な農業を支
援する政策体系を構築すること。

4  　予算が縮減とされた農林道整備事業や農業農村整備事業につい
ては、予算の個所付けの基準の明確化や新たな交付金の充当等、
現在進められている事業が継続できるような措置を講じること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣
　　　　内閣官房長官　内閣府特命担当大臣（国家戦略担当）
　　　　総務大臣　財務大臣　農林水産大臣

核兵器の廃絶と恒久平和実現に関する意見書
　ノーモア・ヒロシマ、ノーモア・ナガサキ、ノーモア・ヒバク
シャ。この訴えは、核兵器廃絶と恒久平和を願う私たち被爆国民
の心からの叫びである。
　しかし、核兵器は未だに世界に約2万1千発も存在し、核兵器の
脅威から今なお人類は解放されていない。平成12年の核兵器不拡
散条約（NPT）再検討会議では、全面的な核兵器廃絶を約束し
たはずが、平成17年の同会議では実質合意ができず、核軍縮はも
とより核不拡散体制そのものが危機的状況に直面している。米国、
ロシア、英国、フランス、中国の核保有国五カ国に加え、NPT
未加盟のインド、パキスタンは核兵器を保有し、さらに事実上の
保有国であるイスラエル、核兵器開発に繋がるウランを濃縮・拡
大するイラン、核実験した北朝鮮の動向などは核不拡散体制を大
きく揺るがしている。
　よって、国におかれては、核兵器の廃絶と恒久平和の実現のた
め、被爆65周年を迎える本年、核兵器不拡散条約（NPT）再検
討会議に向けて、実効ある核兵器廃絶の合意がなされるべく、下
記のとおり核軍縮・不拡散外交に取り組むことを強く要望する。

記
1  　国是である非核三原則を堅持するとともに、平和市長会議が
提唱する2020年までに核兵器の廃絶をめざす「2020ビジョン」
を支持し、その実現に向けて取り組むこと。

2  　核拡散防止条約（NPT）の遵守及び加盟促進に全力で取り組
むこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　総務大臣
　　　　外務大臣

永住外国人に対する地方参政権付与に
慎重な対応を求める意見書

　我が国には、永住権を持つ外国人が約91万人生活しており、地
域に密接な関係を持つに至っていることから、これら外国人に対
し地方公共団体の意思決定に参加させるべきであるとして、これ
までもしばしば、永住外国人に対する地方参政権付与について議
論がなされてきたところである。
　しかし、日本国憲法は、第15条において、「公務員を選定し、及
びこれを罷免することは、国民固有の権利である」と規定し、ま
た、第93条第2項において、「地方公共団体の長、その議会の議員
及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住民が、
直接これを選挙する」と規定しており、さらに、同項中の「住民」
の解釈として、平成7年2月28日の最高裁判所判例は、「住民とは地
方公共団体の区域内に住所を有する日本国民を意味する者と解す
るのが相当である」としていることから、日本国民ではない永住
外国人に対し、地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権等を付
与することは、憲法上問題があると言わざるを得ない。
　また、先進8カ国（G8）を見ても、ロシアを除く7カ国は、国
として永住外国人に地方参政権を付与していない。
　一方、国籍法は、第4条において、「外国人は、帰化によって、
日本の国籍を取得することができる」と規定しており、永住外国
人が、憲法に基づく参政権を取得するためには、この国籍法に定
める帰化によるべきものと考える。
　よって、国におかれては、永住外国人に対する地方参政権の付
与については、慎重に対応するよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　総務大臣
　　　　法務大臣　外務大臣



美濃加茂市役所ホームページ　→　生活情報（行政・財政・市議会）　→　議会（会議録検索）をご覧ください
http：//www.city.minokamo.gifu.jp/

詳細は議会事務局までお問い合わせください
125‐2111（内線281）

市議会の会議録をインターネットで検索（閲覧）することができます

議会の傍聴にお越しください 次の定例会は

（一般質問は、10日、11日です）

5月31日から開会予定です
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可　決　さ　れ　た　意　見　書
木曽川水系連絡導水路事業の推進を求める意見書

　可茂・東濃地域では、水道水のほとんどを木曽川に依存してお
り、牧尾ダム、阿木川ダム、味噌川ダム、岩屋ダムを非常に重要
な水源として位置付けている。
　しかし、これらのダムについては、計画された当時と比較する
と、近年では年間の降水量の変動幅が大きくなり、また、年間降
水量は減少傾向を示していることから、ダムの供給能力が大きく
低下してきており、全国的にみても木曽川水系は水不足が深刻な
水系と言われている。
　可茂・東濃地域では、過去10年間において数回の取水制限を実
施しており、その都度、各関係機関の協力を得て渇水対策を図っ
てきたが、安全で安定した生活環境を確保するためには、抜本的
な渇水対策が急務となっている。
　こうしたことから、ダムの利水安全度が向上し、可茂・東濃地
域の渇水対策として大きな効果が期待される木曽川水系連絡導水
路事業の推進が望まれる。
　よって、国におかれては、木曽川水系連絡導水路事業の必要性
を十分認識するとともに、責任を持って事業の推進を図り、一日
も早く完成させることを強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　総務大臣
　　　　財務大臣　国土交通大臣

教員免許更新制の存続を求める意見書
　平成21年度より教員免許の更新制度がスタートした。教員免許
更新制は一定期間ごとに教員が技術や知識を得る機会が保障さ
れ、時代の変化に的確に対応した教員を養成し、技能を向上させ
る上で必要不可欠なものである。制度導入にあたっては教育改革
の根幹をなすものとして、大きな期待が集まっている。
　しかしながら、政府は昨年10月に教員免許更新制の抜本見直し
を表明し、平成22年度予算にも教員免許更新制の効果検証などを
含めた調査・検討事業に予算を計上した。
　教員免許更新制は本格実施から一年も経っておらず、成果や課
題も十分にまとめられていない状況である。また、自己負担で講
習を受けた教職員への補償についても検討がなされていない。改
革の方向性も示されないまま「抜本見直し」だけが表明されてい
る現状では、学校現場の混乱に拍車がかかることも懸念される。
　よって、国におかれては、質の高い教員を確保し、国民の負託
にこたえる教育水準を維持・発展させるためにも、教員免許更新
制を存続することを強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　内閣官房長官
　　　　内閣府特命担当大臣（国家戦略担当）　文部科学大臣

国として直接地方の声を聞く仕組みを
保障することを求める意見書

　地域住民の代表たる地方自治体の長が、地方の声を国政の場へ
伝える上で、中央政府に対し陳情することは極めて重要な手段で
ある。
　しかし、政府・与党では、陳情の窓口を民主党本部幹事長室に
一元化した形式でのシステムづくりを行ったが、これに対して、
地方自治体からは「国に地方の声が届くのか」という不安や危惧
の声が多くあがっている。
　また、閣僚の一部からは「地方の首長が中央政府とアクセスす
るのに制限はあり得ない」という趣旨の発言もあり、政府・与党
内の対応は統一を欠いている。
　多様化、専門化している要望等を、立法府を構成する政党が一
元化して受けることで、事実上、行政府への直接の窓口を閉ざす
ことは、憲法第16条で保障されている国民の請願権を侵害するこ
とにもつながりかねない。
　よって、国におかれては、直接地方の声に耳を傾け、しっかり
と受け止める適切な仕組みを保障するよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　内閣官房長官
　　　　総務大臣

選択的夫婦別姓導入に慎重な対応を求める意見書
　女性の社会進出が進み、個人の意思の尊重、男女平等の観点か
ら、国は、今国会において、結婚後も夫婦が別姓を称することを
認める選択的夫婦別姓制度を導入する民法改正案の提出を検討し
ている。
　古来より、わが国の伝統文化は、祖先を敬い、夫婦、親子の絆
で結ばれ、ともに一体感を持つ家族制度を基に築かれてきた。
　しかし、核家族化の進展による三世代同居の減少などにより、
家族の結びつきが緩まっている。
　このような中、夫婦別姓制度を導入することは、夫婦間の絆を
弱めるとともに、子供の姓が父または母と異なることになり親子
の絆も弱めるなど、家族の一体感を損ない家族制度の崩壊を加速
助長するものであり、家族を基本単位とする地域コミュニティの
崩壊へも導きかねない。改姓による不利益は旧姓を通称として使
用することで回避が可能である。
　よって国におかれては、わが国の伝統文化を守り、安心安全の
社会づくりを進めるため、家族のあり方に重大な影響を及ぼし、
わが国の将来に重大な禍根を残しかねない選択的夫婦別姓導入に
ついては、慎重な対応をするよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。
　　平成22年3月24日

岐阜県美濃加茂市議会
提出先　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣
　　　　内閣府特命担当大臣（男女共同参画担当）　法務大臣


